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Ⅰ 令和６年度（2024年度）県政運営の基本姿勢 

 

 

 

 

 

 

 

□ 本県では、令和２年に策定した「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」（以下、「ビ

ジョン」という。）の目指す姿の実現に向けて、「県民の挑戦を後押し」することと

「特性を生かした適散・適集な地域づくり」を推進しており、これまでの取組によ

って、「ひろしまサンドボックス」などを通じたイノベーション人材等の育成・集積

が進んだほか、合計特殊出生率は全国平均を上回って推移するなど、一定の成果や

変化も着実に現れてきている。 

□ 一方で、平成 25 年度から増加していた県内総生産や一人当たり県民所得は平成

30 年度から減少に転じ、令和４年度の県民意識調査で、「去年と比べた生活の向上

感」について「低下している」と回答した県民の割合が平成 27 年度以降過去最高

となるなど、人口減少や少子化・高齢化の進展、デジタル化への対応、東京一極集

中などの構造的な課題に加えて、度重なる大規模災害の発生、新型コロナウイルス

感染症や物価高騰など、様々な要因によって、県民生活や経済活動が大きな影響を

受けるとともに、本県を含めた社会全体に停滞感が生じている。 

□ こうした中、新型コロナウイルス感染症による行動制限の緩和に伴って、社会全

体が解放感を取り戻しつつある。今後、本県が持続的に発展していくためには、引

き続き、急激なデジタル化の進展、価値観や暮らし方・働き方の変化等のコロナ禍

で生まれた不可逆的な変化に適切に対応した社会づくりに取り組む必要がある。 

□ また、Ｇ７広島サミットを契機として広島のプレゼンスが高まっている。この機

会を追い風として、「ひろしまブランド」の価値を更に高め、国内外から共感を得る

ことで、「ひろしまブランド」が着目され、観光、移住、企業立地など様々な分野で

県内市町が数ある地域の中から選ばれるという好循環の創出につなげていく必要がある。 

□ 令和６年度は、本県を取り巻く停滞感を打破し、本県が更なる成長を遂げるための

活力を湧き立たせるため、これまでの取組やその成果を基盤として、物価高騰等に迅

速に対応するとともに、コロナ禍で生じた不可逆的な変化やＧ７広島サミットによる

広島のプレゼンスの高まりをチャンスと捉えて、県民が抱く様々な不安を軽減し  

「安心」につなげ、県民の「誇り」を高めていく取組と併せて県民一人一人の「挑戦」

を後押しする取組や特性を生かした適散・適集な地域づくりを加速させる。 

新型コロナウイルス感染症による人々の価値観や暮らし方・ 

働き方などの不可逆的な変化とＧ７サミットで高まった広島の

プレゼンスをチャンスと捉え、「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジ

ョン」に掲げるそれぞれの取組を加速させる。 
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Ⅱ 政策の基本方向 

 

それぞれの欲張りなライフスタイルの実現 

１ 県民の挑戦を後押し 

（１）県民が抱く不安を軽減し『安心』につなげる 

□ 県民が将来にわたって安心して暮らすことができるよう、県民が抱える不安を軽

減し「安心」の土台づくりとなる取組を進めていく。 

□ 本県では、「県民の希望出生率」と「社会動態の均衡」を実現させることで、人口

減少の抑制を目指しているが、本県の合計特殊出生率は、全国平均を上回っている

ものの低下傾向で、県民の希望出生率との乖離も拡大している。コロナ禍での子育

て家庭を取り巻く環境変化などを着実に捉え、国の少子化対策・こども政策との相

乗効果も念頭に置きながら、子供を持ちたいという希望の実現を阻害している様々

な課題に対応した対策を総合的に講じていく必要がある。 

そのため、妊娠期からの切れ目ない見守り・支援の充実、子供と子育てにやさし

い環境整備、児童虐待防止対策の充実、学びのセーフティネットの構築や特別支援

教育の充実に取り組んでいく。 

□ また、本県では、「社会動態の均衡」に向けて、これまで様々な施策領域において

取組を進めてきたところであるが、コロナ禍で減少していた外国人の転入は増加に

転じたものの、依然として就職や転職を要因とした転出超過が続いており、特に、

若年層の転出超過が喫緊の課題となっている。 

そのため、若年層の転出要因について、これまでの取組の内容や成果も含めて、

改めて分析するとともに、分析結果を踏まえた社会減対策の再構築を進める。また、

引き続き、魅力的な雇用や働く場の創出、若者を引きつける都市機能の充実や生活

環境の向上など、本県の魅力を高めていくことに加えて、その魅力を若年者等に確

実に届けるための県内企業の情報発信力の強化など、若年者等の県内就職・定着促

進の取組を推進する。 

□ 県民の健康寿命の伸び（平成 22 年から令和元年）については、男女ともに平均

寿命（平成 22 年から令和２年）の伸びを上回り、全国平均も上回っている。しか

しながら、女性の健康寿命については、全国平均を下回り、全国順位でも低位とな

っている。また、胃以外のがん検診受診率や特定健康診査実施率は、依然として全

国平均を下回っている状況である。 

そのため、県民の生活の質（ＱＯＬ）の向上を目指して、ライフステージに応じた県民の

健康づくりの推進、県内企業と連携した「からだとこころ」の健康づくりの推進、がんなど

の疾病の早期発見・早期治療の推進に取り組んでいく。特に、健康づくりに関する指標等

で男性と比べて悪化している項目が多い女性の健康づくりに焦点を当てた取組に注力する。 
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また、健康寿命の延伸を図るためには、日常的にスポーツに親しむ機会を創出し、

スポーツ実施率を向上させていく必要があることから、運動・スポーツの習慣化に

向けた誰もがスポーツに親しむ環境の充実にも取り組んでいく。 

□ また、高齢者人口の増加に伴う医療ニーズの増大や、本県医師数の減少や偏在な

どに伴い、医療資源の不足が進行することが見込まれる中、本県が抱える救急医療

提供体制や医師偏在等の課題を解消し、将来にわたって必要な医療機能を維持する

ことで、県民が心身ともに健康で、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよ

う、地域医療構想に基づく医療機能の分化、連携、再編により、効率的かつ持続可

能な医療提供体制を構築する必要がある。 

  そのため、本年９月に策定した「高度医療・人材育成拠点基本計画」に基づき、

新病院の開院を予定する令和 12 年（2030 年）に向けて、新病院の機能や役割の具

体化のほか、基本設計を着実に進めることにより、高度医療機能と地域の医療提供

体制の確保に取り組んでいく。 

□ 近年、異常気象により災害が激甚化・頻発化するとともに、南海トラフ地震の発

生が懸念されている。これまで大規模な災害を幾度となく経験してきた本県におい

ては、災害から県民の命を守り、社会経済活動への深刻な被害を防止・軽減するた

め、ハード・ソフトが一体となった防災・減災対策の充実・強化に取り組む必要が

ある。 

そのため、流域全体のあらゆる関係者が協働して治水対策を行う「流域治水」な

ど、ハード対策等による事前防災の推進やきめ細かな災害リスク情報の提供、土地

利用規制の強化などによる災害に強い都市構造の形成、さらには防災教育の推進、

自主防災組織の体制強化を図るとともに、デジタル技術を活用したインフラマネジ

メントの推進に取り組む。 

□ そのほか、ネット・ゼロカーボン社会の実現に向けた地球温暖化対策の推進、交

通事故抑止に向けた総合対策、犯罪被害者等への支援などにも引き続き取り組んで

いく。 
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□ 妊娠期からの切れ目ない見守り・支援の充実（子供・子育て） 

・ひろしま版ネウボラの理念や機能の理解浸透 

地域の関係機関と一体となって子育て家庭を見守る仕組みである「ひろしま版ネウボラ」

の理念や機能をネウボラ相談員や県民に浸透させるため、市町と連携して戦略的ＰＲモデ

ル事業を実施しており、令和５年度は、ネウボラ相談員へ理念の浸透を図るインナーブラ

ンディングを実施するとともに、県民に対するアウターブランディングのうち、理念を分

かりやすく伝えるための動画等の作成を行っている。 

今後は、モデル３市町（三原市、福山市、海田町）の住民に対して、作成した動画等を

ＳＮＳ等を通じて提供し、「ひろしま版ネウボラ」に関するＰＲを行うとともに、来所し

た子育て家庭が、ネウボラの理念である「あたたかく見守られている」と感じられるよう

なサービスや空間となるよう、相談・支援の場の改善を進める。また、全ての子育て家庭

の状況把握や関係機関連携等の市町における取組の支援、ネウボラ相談員の人材育成に引

き続き取り組む。 

 

・リスクが表面化する前に予防的な支援を届ける仕組みの構築 

令和２年度から令和６年度までを実証試験期間として位置付け、モデル４市町（府中市、

三次市、府中町、海田町）において、福祉、母子保健及び学校等のデータを連携させ、Ａ

Ｉによる児童虐待のリスク予測などを参考に、職員が対象者を決定し、子供や家庭に対し、

予防的支援を継続的に行う取組を実施している。また、令和５年度は、モデル４市町のデ

ータの統合・分析を行い、より精度の高いＡＩを作成している。 

令和６年度は、モデル４市町においてリスク予測のシステムが稼働するため、潜在的

に支援が必要な子供や家庭に対し、見守りや予防的な支援を行うとともに、市町データ

を統合したＡＩの実装及び効果検証を行う。 

 

□ 子供と子育てにやさしい環境整備（子供・子育て） 

・男性の家事・育児参画の支援 

・女性の家事・育児負担の軽減 

核家族や共働きの家庭が増加する中、１日当たりの家事・育児の時間が妻は夫の約４倍

となっているなど、依然として女性に家事・育児負担が偏っていることが、子供を持ちた

いという希望を実現する上での大きな課題となっている。 

そのため、男性のより主体的な家事・育児への参画を促進するため、家庭内の家事・育

児分担に関する意識改革を進めていく。 

一方で、長年にわたり社会や家庭内に定着してきた男女の役割分担意識を変革していく

ことは時間を要することから、意識改革と並行して、家事・育児サービスの活用を支援す

るなど、家庭の家事・育児負担の軽減にも取り組んでいく。 
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・若い世代の子育てに対する意識涵養 

未婚者のうち「一生結婚するつもりはない」とする者の割合が増加傾向となっており、

また、未婚者の希望子供数は低下傾向で推移するなど、若い世代が結婚・子育ての将来展

望を描けていない。 

そのため、若い世代に対し、仕事・結婚・妊娠・出産・子育てなど自らが希望する人生

設計を考える機会を提供していく。 

 

□ 児童虐待防止対策の充実（子供・子育て） 

・こども家庭センターの機能強化 

児童虐待相談対応件数が増加する中、複雑な家庭環境などを背景として、医療、

教育、司法の関係者との連携を要する高い専門性が必要な事案などへの適切な支援

が求められており、こども家庭センターの更なる専門性の強化、市町や関係機関と

の適切な役割分担と連携を、着実に推進する必要がある。 

そのため、こども家庭センターの体制強化の一環として、こども家庭センターの所管区

域等を見直すとともに、令和７年４月に２支所を設置することで、相談者の利便性を向上

させる。 

 

□ 学びのセーフティネットの構築（教育） 

・不登校等児童生徒の学校・社会とのつながりが途切れないための居場所づくりの推進 

不登校児童生徒の増加に伴い、個々の状況に応じた多様な学びの場の提供が求められて

いることから、不登校ＳＳＲ（スペシャルサポートルーム）推進校や県教育支援センター

において、不登校等児童生徒にとって魅力ある学習環境を整備するとともに、児童生徒の

状況に応じた学習支援に取り組んでいる。 

引き続き、これまで蓄積してきた不登校等児童生徒に対する支援の考え方や具体的な方

法について、不登校ＳＳＲ推進校以外の学校等に対して普及させるとともに、学校や市町

教育委員会等の関係機関との連携を強化し、多様な学びの場の整備に取り組む。 

 

□ 特別支援教育の充実（教育） 

・医療的ケア児の通学支援の強化 

令和５年度に、通学中の医療的ケアを理由にスクールバスが利用できない医療的ケア

児を対象として、保護者のニーズの把握等を目的とした通学支援を試行実施した。 

試行実施の結果を踏まえ、医療的ケア児を対象とした通学支援の充実に向けた検討を

進める。 
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□ 若年者等の県内就職・定着促進（働き方改革・多様な主体の活躍） 

・県内大学生の県内就職やＵＩＪ ターン就職を促進する取組 

産学協働による学生のキャリア形成支援の実践に向けたインターンシップ等の見直し

の動きを踏まえ、今後、より早い段階から県内企業を知る機会を提供していくことで、就

職までの意識・行動のステップアップを図り、県内就職につなげていく。 

引き続き、高校や大学と連携して、生徒・学生が県内企業を幅広く知る機会を提供し、

就活サイトＧｏ！ひろしまＬＩＮＥ登録に誘導して、意識・行動に合わせた情報発信を行

うことで、県内就職への意識を高めていく。 

 

・東京圏等から移住を促進する取組 

コロナ禍での暮らし方や働き方に対する価値観の変化を踏まえ、移住検討を促すための

情報発信やオンライン上での移住行動を促進することがより一層求められている。 

移住検討者の熟度や興味関心等に応じた情報を提供できるよう、移住チャットボット

「あびぃちゃん」やホームページ「ＨＩＲＯＢＩＲＯ．」など、オンラインの取組を中心

にＰＤＣＡを回し、移住行動を促進する。 

 

□ ライフステージに応じた県民の健康づくりの推進（健康） 

・健康データなどを活用した健康づくりの推進 

・望ましい食生活習慣を身に付けるための取組の推進 

生涯にわたって健康を維持していくためには、若い時期からの適切な生活習慣の定着

が重要であるため、同世代の行動変容につながる実効性のある対策を講じていく必要が

ある。 

引き続き、健康経営に取り組む県内企業と連携し、働き盛り世代の従業員に対して、

健康データを活用し、アプリケーション等を利用した生活習慣の改善方法の提案により、

行動変容につながる実効性のある取組を検証する実証試験を実施し、健康データとデジ

タル技術を活用した健康づくりを推進するための生活習慣改善に係るエビデンスを蓄積

するとともに、試験結果から得られたエビデンスに基づく社会実装の方策の確立に向け

た検討を進める。 

また、仕事や育児・家事等で時間的な余裕がないといった理由で、特に女性が、運動や

食事、睡眠など健康づくりに向けた行動が十分に取れていないことから、普段の生活の

中で無理なく健康づくりに取り組める環境の整備に取り組むとともに、やせや骨粗鬆症、

更年期障害といった女性特有の健康課題のケアに取り組む。 
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□ 県内企業と連携した「からだとこころ」の健康づくりの推進（健康） 

・「健康経営」実践企業の拡大推進 

健康経営取組企業数は増加傾向にあるものの、県内従業者の約８割を占める中小企業

では、取り組む企業の割合が６％程度と、未だに低い状況であるため、県民の健康寿命

の延伸に向け、健康経営を実践する企業の拡大を推進する必要がある。 

引き続き、セミナーの開催により県内中小企業に対する健康経営の普及を加速すると

ともに、健康経営優良企業表彰により、好事例を広く展開することにより、健康経営の

取組の質の向上を図り、県内企業の「健康経営」取組実施率を押し上げていく。 

 

□ がんなどの疾病の早期発見・早期治療の推進（健康） 

・企業や保険者と連携したがん検診・特定健康診査の受診促進 

健康経営に取り組むことで、リクルート効果や新たなビジネスチャンスの獲得につな

がる可能性があることや、全国健康保険協会（協会けんぽ）が令和５年からがん検診と

特定健康診査とがセットとなった「生活習慣病予防健診」を値下げすることから、今後

前向きにがん検診の実施を検討する中小企業の増加が見込まれる。 

そのため、関係機関と連携して、がん検診等が未実施又は受診率が低い企業に対して

引き続き「がん対策職域推進アドバイザー」による個別訪問（再訪問）を実施し、これま

での訪問で把握した企業ごとの傾向・課題に沿って「生活習慣病予防健診」の導入を促

すことにより、職域における受診環境の整備を進める。 

 

□ 誰もがスポーツに親しむ環境の充実（スポーツ・文化） 

・幼児期における運動遊びの充実 

・身近な公共空間を活用したスポーツに親しむ環境づくり 

県民が生涯にわたり心身ともに健康で文化的な生活を営む基盤として、誰もが各々の

年代や関心、適性等に応じて日常的にスポーツに親しむ機会を創出し、スポーツ実施率

を向上させていく必要がある。 

これまで、スポーツ推進委員を対象とした研修会などを通して地域のスポーツ振興や普及

を担う人材の育成を進めてきたが、直接県民の参画に働きかける取組が進んでいない。 

そのため、将来的な運動習慣化につながる幼児期に対する運動遊びの充実に取り組む。 

また、働く世代に対しても、身近な公共空間を活用するなど、スポーツに親しむこと

ができる環境づくりについて検討する。 

 

□ 高度医療機能と地域の医療体制の確保（医療・介護） 

・医療の高度化と医師の偏在解消 

令和４年 11月に策定した新病院の基本構想に基づき、本年９月に新病院の具体的な医

療機能や施設整備計画、医療人材の派遣・循環の基本的な仕組み等を取りまとめた「高度

医療・人材育成拠点基本計画」を策定したところである。 

今後は、基本計画の実現に向けて、新病院の基本設計を実施するとともに、地域の医療

提供体制の維持に必要な医療人材の確保・育成・循環に向けた仕組みづくりや、令和７年

４月を予定する地方独立行政法人の設立に向けた検討などに取り組む。 
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□ ハード対策等による事前防災の推進（防災・減災） 

・社会資本整備の推進 

近年、激甚化・頻発化する気象災害等から人命を守り、社会経済活動への影響を最小限

とするために、ハード整備による防災・減災対策を着実に進める必要がある。 

引き続き、令和３年７月・８月豪雨等の被災地における再度災害防止対策に全力で取り

組むとともに、治水・高潮対策や土砂災害対策、緊急輸送道路の橋梁耐震補強・法面対策

などを効果的かつ効率的に推進する。 

 

・建築物の耐震化 

近年、各地で大規模な地震が発生しており、南海トラフ地震の発生も予測される中、地

震による建築物の倒壊等の被害から県民の生命及び財産を保護するため、戸建住宅や大規

模建築物等の耐震化を着実に進める必要がある。 

引き続き、戸別訪問等によるきめ細かい普及啓発活動に取り組み、補助事業の活用を通

じた耐震改修、建替え、除却の促進を図る。 

 

・農業用ため池の総合対策 

ため池の総合対策について、令和５年度で、県内の防災重点農業用ため池 6,799か所の

詳細診断（劣化・豪雨）を全て終える見込みである。 

詳細診断の結果に基づき、工事の方向性（全面改修・部分改修（放流設備のみ）・廃止）

を決定した上で、緊急性の高いため池から優先的に対策工事を実施し、全ため池における

対策工事の早期完了を目指す。 

防災工事が実施されるまでの間は、特に重点的にソフト対策（広島県ため池支援センタ

ーによる定期的なパトロールや低水管理、遠隔監視システムの導入など）を行うことで、

農業者や地域住民の安全と安心の確保に取り組む。 

 

□ きめ細かな災害リスク情報の提供（防災・減災） 

・居住地域や個人に応じた災害リスク情報をリアルタイムで発信する仕組みの構築 

・地域住民が常日頃から災害リスクを認識できるよう、個人ごとのリスク情報をお知 

らせする仕組みの構築 

県民自らの適切な避難行動につながるよう、きめ細かな防災情報を提供する取組や災害

リスクを正しく認識できる取組を推進する必要がある。 

そのため、水害リスクライン提供河川を拡大するために簡易型水位計の設置や水位予測

モデルの構築を推進する。また、土砂災害警戒情報について発表基準を適宜見直すなど精

度向上に取り組む。 

加えて、生活空間に想定される浸水深を示した標識や土砂災害警戒区域等を示した標識

の設置を推進するとともに、３ⅮマップやキキミルＡＲにおける情報の拡充に取り組む。 
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□ 災害に強い都市構造の形成（持続可能なまちづくり） 

・市街化区域内の土砂災害特別警戒区域の市街化調整区域への編入 

災害に強い都市構造の形成に向けて、まずは市街地の広がりを防ぐ観点から「市街化区

域の縁辺部かつ未利用地」を対象に先行的に逆線引きを進め、都市計画法に基づく土地利

用規制により災害リスクの高い区域における新たな開発等を防ぐ。 

令和５年度にとりまとめた都市計画変更の素案について、住民の意見を反映させる公聴

会を開催し、変更案を確定した後に、国協議や案縦覧、都市計画審議会への諮問などの法

定手続きを進め、令和６年度内に都市計画変更告示を行う。 

 

□ 防災教育の推進（防災・減災） 

□ 自主防災組織の体制強化（防災・減災） 

・マイ・タイムラインを活用した防災教育の推進 

・地域における適切な避難行動の促進 

「災害死ゼロ」の実現に向けて、いざという時に、県民一人一人が災害から命を守るた

めに適切な避難行動をとるためには、居住地の災害リスクや災害の種類に応じた避難場

所、避難のタイミングを平時から正しく認識しておく必要がある。 

また、近隣住民や家族等の「他者からの呼びかけ」を促進するため、自主防災組織によ

る避難の呼びかけ体制の構築を進めるとともに、地域で起こり得る災害と個人の避難行動

を身近な問題として結び付け、避難行動の実効性を高めていく必要がある。 

引き続き、自然災害に備えて日頃から行うべきことや、いつのタイミングで何をすべき

かなどをあらかじめ決めておく、マイ・タイムラインを活用した防災教育を推進するため、

小・中学校等への出前講座や eラーニング教材を展開する。 

加えて、自主防災組織による呼びかけ体制構築、維持・充実とマイ・タイムライン作成

を一体的に進め、地域における避難行動の実効性を高めるため、市町と連携し、防災訓練

の場などを活用して、「地域防災タイムライン」の普及促進に取り組む。 

 

□ デジタル技術を活用したインフラマネジメントの推進（防災・減災） 

・ＣＩＭ業務の活用による建設分野の生産性の向上 

・インフラマネジメント基盤（ＤｏｂｏＸ）を活用した社会課題の解決  

建設分野における担い手不足や大規模災害などの諸課題に対応するため、調査、設計、

施工から維持管理のあらゆる段階において、官民が連携してインフラをより効果的・効率

的にマネジメントしていく必要がある。 

これまで、調査、設計段階において構造物の３次元設計を行うＣＩＭ業務や、施工段階

におけるＩＣＴ活用工事、維持管理段階におけるドローン等による点検や、デジタル技術

を活用した除雪作業支援などを進め、建設分野における高度化・効率化を図るとともに、

インフラマネジメント基盤（ＤｏｂｏＸ）を通じ、より分かりやすい防災リスク情報の発

信など、新たなサービスの展開を進めてきた。 

引き続き、建設分野の生産性向上を図るとともに、建設事業者や市町と連携してデジタ

ルリテラシー向上に取り組む。また、「ＤｏｂｏＸ」のオープンデータの拡充やデータ利

活用の促進を図り、地域課題解決に向けた新たなサービス・付加価値の創出に取り組む。 
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□ ネット・ゼロカーボン社会の実現に向けた地球温暖化対策の推進（環境） 

・再生可能エネルギーの導入促進や省エネルギー対策の推進 

温室効果ガス排出量の削減目標を達成するためには、大企業のみならず、中小企業や家

庭における省エネの取組や、地域の実情に応じた再生可能エネルギーの普及に向けた取組

の推進が必要である。 

このため、中小企業への省エネ設備等導入の伴走型支援や、家庭における省エネ行

動の推進のほか、太陽光発電及び小水力発電を活用した再生可能エネルギーの地産

地消の推進に取り組む。 

 

・広島型カーボンサイクルの構築 

広島県カーボン・サーキュラー・エコノミー推進構想に基づき、研究・実証支援やマッ

チング支援に取り組むとともに、国内外のカーボンリサイクルの最新情勢を踏まえた推進

構想の改定に着手する。 

 

□ キャリア教育・職業教育の推進（教育） 

・産業界のニーズや将来的な社会変化に対応した職業教育の充実（高校） 

広島県地方産業教育審議会の答申（令和４年 10月）を踏まえて、本県の産業界のニー

ズや将来的な社会変化を見据えた機器・設備も活用した授業や実習の実施、教職員の資

質・能力の向上などを行っていく。 

 

□ 住民と多様な主体の連携・協働による課題の解決（地域共生社会） 

・地域共生社会に対する県民の理解と多様な主体による支え合いの促進 

「困りごとを抱える人が早期に発見され、悩みが早期の解決につながることで、県民一

人一人が安心して暮らしている社会」の実現を目指し、地域共生社会に対する県民の理解

促進と行動につなげるための取組を実施する。 

 

□ 障害者とその家族が安心して生活できる環境整備（地域共生社会） 

・障害への理解促進と配慮の実践に向けた普及啓発 

障害の内容・特性や配慮の仕方等を知り、日常生活で障害のある方が困っていたら配慮

を実践してもらう「あいサポート運動」について、学校での出前講座を強化するとともに、

企業等への普及啓発に継続して取り組む。 

 

・地域生活支援拠点の全市町整備と運用支援 

相談支援従事者研修等の実施による支援人材の確保に努めるとともに、県相談支援ア

ドバイザーを派遣するなど、関係機関とも連携して、引き続き地域生活支援拠点の整備

等に向けた市町の取組を支援する。 
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□ 外国人が安心して生活できる環境整備（地域共生社会） 

・生活に必要な情報を共有できる仕組みづくり 

外国人が必要な情報・サービスを確実に入手し、地域社会の一員として安心して生活で

きるよう、外国人同士や地域と外国人の間の橋渡し役となるキーパーソンの発掘に

取り組む。 

 

・生活に必要な情報の多言語化や提供機会の充実 

県内在住外国人向けポータルサイト「Live in Hiroshima」やＳＮＳの活用などにより、

行政情報や日常生活に関する情報の多言語での発信に取り組む。 

 

・日本語学習機会の充実 

言葉の壁や習慣等の違いにより、地域で暮らす外国人が社会的に孤立しないよう、市町

と連携し、地域コミュニティ拠点としての地域日本語教室の拡充に取り組む。 

 

・児童生徒に対する異文化理解の促進 

市町教育委員会や学校からの依頼を受け、小・中・高等学校において、県が運用する講

師人材バンクから講師を派遣し、異文化理解促進のための授業等を実施する。 

 

□ 外国人が円滑かつ適切に就労し、安心して生活できる環境整備（働き方改革・多様な

主体の活躍） 

・外国人材の就労に有益な情報提供等による職場環境の改善 

企業のニーズや課題を解決する出前講座の実施など、外国人材の受入れ・職場定着に取

り組む企業を支援するとともに、当該企業の優良な取組を他の企業に横展開する。 

 

□ 交通事故抑止に向けた総合対策（治安・暮らしの安全） 

・道路交通環境の整備等による交通安全対策の推進 

交通指導取締り等のソフト対策のほか、通学路等における歩道の整備や防護柵・標識等

の設置、視認性に優れるＬＥＤ式信号灯器への変更など、ハード対策を計画的に推進する。 

 

□ 犯罪被害者等への支援（治安・暮らしの安全） 

・性犯罪・性暴力被害の潜在化防止に向けた取組の推進 

性犯罪に関する刑法改正等を踏まえ、青少年健全育成条例の改正を行うとともに、引き

続き子供への相談窓口の周知のほか、保護者を含めた心理的ケアなどを行う。 
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□ 世界とつながる空港機能の強化（交流・連携基盤） 

・空港利用者の利便性向上に向けた航空ネットワークの拡充 

広島国際空港株式会社等と連携し、国際航空ネットワークの再構築に向けた航空会社等

に対する支援を継続する。 

 

・空港アクセスの利便性向上 

新たな路線の拡充に加え、既存路線の維持の観点からも、将来予測を踏まえた分

析を行い、最適な交通モードや運行形態を含めた将来的に持続可能な仕組みの検

討・実証を行う。 

 

□ 世界標準の港湾物流の構築とクルーズ客船の寄港環境の整備（交流・連携基盤） 

・東南アジア諸国等との交易拡大に向けた港湾物流機能の強化等 

広島港や福山港における大水深岸壁工事の推進のほか、コンテナターミナルにおける荷

役機械の増設、自動化・遠隔操作化の検討など、国際物流機能の強化・高度化に取り組む。 

 

・クルーズ客船の新たなニーズへの対応 

クルーズ客のし好や観光情報などをクルーズ船社等へ提供することにより、最新のトレ

ンドにあった観光メニューが企画されるよう、船社等への働き掛けを行っていく。 

 

□ 人・モノの流れを支える道路ネットワークの構築（交流・連携基盤） 

・主要渋滞箇所の渋滞緩和などによる円滑かつ迅速な人の移動の実現 

広域的な連携強化に資する国直轄国道や、市町間の連携及び都市交通の高速性・安定性

の強化に資する道路について、計画的な整備を推進する。 

 

□ 地域環境の保全（環境） 

・瀬戸内海に新たに流出するプラスチックごみゼロに向けた取組 

企業等と連携した代替素材商品の普及促進やプラスチックの資源循環に係る取組等を

実施するほか、Ｇ７広島首脳コミュニケで盛り込まれた海洋プラスチック等の環境問題の

解決に向けて、企業等と連携して行動できる若手人材の育成について検討する。 
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（２）県民の『誇り』につながる強みを伸ばす 

□ 県民の挑戦を後押しする土壌につながる「誇り」の醸成に向けて、魅力的な観光

地や、歴史・文化、自然、産業など、様々な分野で本県独自の強みを磨き上げると

ともに、広島の価値を県民が再認識できるよう、ひろしまのブランディングを意識

した取組を進めていく。 

□ Ｇ７広島サミットにおいて、県産食材及び工芸品、県内観光地など多様な魅力が

発信され、広島の自然や食、文化などに対する国内外からの注目・関心が高まって

いる。この追い風を的確に捉え、国内外からの観光客の更なる誘客促進や「選ばれ

る」県産品の創出など、交流人口や関係人口を含めた多様な広島ファンの増加に向

けて、本県独自の魅力に磨きをかけるとともに、魅力発信に係る取組を積極的に展

開していく必要がある。 

そのため、観光分野におけるブランド価値の向上につながる魅力づくり、農水産

物のブランド化や海外展開の促進を推進していく。 

□ また、Ｇ７広島サミットを通じて核兵器廃絶に向けた国際的な機運が高まったもの

の、一部の国では核抑止への依存が高まるなど、核軍縮の進展は依然として厳しい状

況にある。こうした中、被爆・終戦 80年の節目となる令和７年（2025年）には、国連

の次期開発目標に関する国際交渉が本格化することから、その目標に核兵器廃絶を盛

り込むべく、賛同者の拡大と国際社会への働きかけを粘り強く行っていく必要がある。  

そのため、核兵器廃絶に向けた新たな政策づくりと多国間枠組みの形成、平和の

取組への賛同者の拡大と世界への働きかけや持続可能な平和推進メカニズムの構

築の取組を加速させる。 

□ そのほか、スポーツを活用した地域活性化、文化芸術に親しむ環境の充実などにも引き

続き取り組んでいく。 

 

□ ブランド価値の向上につながる魅力づくり、誰もが快適かつ安心して観光を楽しめ

る受入環境の整備、広島ファンの増加（観光） 

・ブランド価値の向上につながる魅力づくり 

・広島の魅力を自発的に発信する広島ファンの増加 

本県でしか得られない高い価値を提供できる観光プロダクトの開発や販路の拡大を加

速させ、総観光客数や観光消費額単価などの増加につなげる。 

そのため、異業種を含む幅広い事業者による自発的なプロダクト開発を促進していくた

めの場であるＨＹＰＰ（ハイプ）の機能強化を図るとともに、富裕層・伝統文化・食等を

テーマとした付加価値の高い観光プロダクトの開発と、オンライン予約等も含めた国内外

の旅行会社への観光プロダクトの販売促進を加速させていく。 

また、広島ファンの拡大とそれによる更なる来訪者増やブランド価値の向上といった好

循環を図るため、ＨＩＴひろしま観光大使の活動促進につながるモチベーションやインセ

ンティブ向上に寄与する施策を検討・実施していく。 
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□ 企業誘致・投資誘致の促進（産業イノベーション） 

・デジタル系企業、本社・研究開発機能等多様な人材・企業の集積のための投資誘致 

「デジタル系企業を中心とした誘致」については、少しずつではあるが着実に成果に

つながっており、更なる集積に向け、継続的な取組が必要である。 

一方で、「本社機能・研究開発機能の誘致」は、一定の成果が出ているものの、本社機

能の一部の移転に留まっている現状や、研究者等の交流や情報発信は首都圏などの大都

市が中心となる傾向があり、地方では研究開発者の人材確保が困難であること等が課題

となっている。 

デジタル系企業に対しては、引き続き、本県の事業環境や生活環境に関する魅力を、

「Ｈｉ!ＨＩＲＯＳＨＩＭＡ」などの現地体験イベントやＳＮＳ等の活用による情報発信、

進出企業など民間との連携による交流イベント、シェアオフィス等での短期間滞在への

支援等で伝え、広島への興味・関心を高め、進出のきっかけ作りに取り組む。 

また、本社・研究開発機能等の誘致に向けては、本県にゆかりのある企業を中心とし

て企業ニーズを踏まえた営業活動や、カーボンリサイクルを始めとした本県の先進的な

取組など産学官連携も活用した研究開発機能の誘致に取り組む。 

 

・製造業等の拠点機能強化のための投資の促進 

製造業等においては、少子化・高齢化の進展により、企業の雇用確保も課題となって

おり、ＡＩ、ＩｏＴ、ＤＸなど生産性向上の観点からの投資や県外への転出抑制に資す

る拠点機能強化（マザー工場化）に向けた「製造業等の投資促進」を図るとともに、業態

転換や新事業創出を促進する必要がある。特に本県に本社を置く半導体メーカーについ

ては、国が最大 1,920 億円の支援を決定するなど、拠点機能強化に向けた動きが活発化

している。 

引き続き、生産現場の抜本的改革につながる設備投資を促すことで、ものづくり産業

の生産性向上や高付加価値化を図るとともに、健康・医療関連分野や、環境・エネルギー

分野の育成事業との連携や業態転換、新事業創出の促進を、企業ニーズを確認しながら

総合的に支援する。半導体関連産業については、継続的な設備投資が実現するよう、引

き続き環境整備を行っていくほか、関連企業と一体となって地域の活性化が図られるよ

う、集積化に向けて取り組む。 

 

□ 海外展開の促進（産業イノベーション） 

・海外市場への「かき」等の展開支援 

生産量日本一を誇り、本県が販路拡大の重点品目としている「かき」については、人口

減少により国内での消費も縮小していく中、これまでにターゲット市場としてきたアジ

アに加えて、ＥＵへの輸出が可能になったことで、更なる市場拡大を目指すとともに、

海外からのニーズに応じたかきの生産体制の支援等も行っていく必要がある。 

引き続き、海外展開を行う事業者の増加に向けた支援や、県産かきの認知度を向上さ

せるための現地プロモーション等に取り組む。また、「日本酒」を「かき」に続く２つ目

の重点品目として選定し、フランスを始めとしたＥＵを中心に販路拡大やブランド力強

化の取組を進める。 
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□ 海外展開を見据えたかき生産出荷体制の構築（農林水産業） 

・かき生産量２万トンの安定生産 

かき生産量２万トンの安定生産に向け、デジタル技術を活用したへい死防止対策等に取

り組んでおり、漁場に設置した水温センサーのデータを、生産者がリアルタイムで把握し、

かきを吊り下げる深さの変更や生育に適した漁場への筏の移動などに活用されており、へ

い死率の低減効果が確認されつつある。 

今後は、多くの生産者がデータに基づく科学的な養殖管理ができるよう、システムの更

なる精度向上を図る。 

 

□ 地域の核となる企業経営体の育成（農林水産業） 

・おいしい！広島プロジェクトの推進 

□ 持続可能な広島和牛生産体制の構築（農林水産業） 

・広島和牛のブランド向上 

□ 瀬戸内の地魚の安定供給体制の構築（農林水産業）  

・瀬戸内さかなのブランド化 

本県では、県産農林水産物等を使って、県内外の方々をおもてなしする「おいしい！広

島」プロジェクトにおいて、県内各地の多様な主体と連携しながら、食の磨き上げと情報

発信に取り組んでいる。 

広島の「おいしい」イメージを定着させるためには、これまで実施してきた、広島の食

のおいしさの実感値を上げ、食を目的とした来広者を増やす取組に加え、あらゆるシーン

において、その魅力が伝わっている状態を創る必要がある。 

そのため、広島和牛（比婆牛等）や瀬戸内さかななど、県産農林水産物を使った「食」

の魅力や価値を、創り、伝える取組を充実させ、ひろしまブランドの強化を図る。 

 

□ 瀬戸内の地魚の安定供給体制の構築（農林水産業） 

・ＩＣＴ漁獲技術を活用したミズクラゲ対策 

近年、ミズクラゲの大量発生により、網の破損など漁業操業に支障が生じ、漁業経営に

悪影響を与えている。 

そのため、ミズクラゲを回避しながら効率的に操業するＩＣＴ技術の実証や新たな駆除

手法の開発に向けた試験を実施する。 
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□ 森林資源利用フローの推進（農林水産業） 

・県産材需要の確保（住宅以外の建築物分野等） 

森林資源の循環利用を進めるために、住宅などの建築物における県産材利用を拡大す

るとともに、新たな需要先の創出に取り組んでいる。 

しかしながら、木製品製造事業者等は、デザインや販路開拓のノウハウが不足してい

ることから、消費者ニーズに応える魅力ある商品の開発が進んでいない。 

このため、木製品製造事業者等が、デザイナー等と連携し、県産材が使われていなか

った製品や、社会情勢の変化に伴い生まれる新たなニーズに対応した、付加価値の高い

製品の開発及び新たな販路を確保する取組を支援する。 

 

□ 核兵器廃絶に向けた新たな政策づくりと多国間枠組みの形成（平和） 

・核抑止に替わる新たな安全保障政策づくり 

・国際的な合意形成を目指した多国間枠組づくり 

□ 平和の取組への賛同者の拡大と世界への働きかけ（平和） 

・賛同者拡大と人材育成 

・多様な主体との連携 

□ 持続可能な平和推進メカニズムの構築（平和） 

・経済界を始めとした様々な主体が参画するプラットフォームの構築 

・情報発信機能の充実 

被爆・終戦 80年を迎える令和７年（2025年）には平和に対する注目度が高まり、また、

国連の次期開発目標の議論が本格化し、国際社会で核兵器廃絶の議論が盛り上がってくる

ことが期待されている。これらの機会を生かしつつ、核兵器廃絶に向けた議論の進展を後

押しするため、核抑止に頼らない安全保障のビジョンづくりを目的とした、防衛や安全保

障の専門家が参加する対面ワークショップを行う。 

また、国連の次期開発目標に核兵器廃絶を位置づけるため、各国の軍縮やＳＤＧｓの関

係者が一堂に会する主要な国際会議に参加し、サイドイベントの開催や直接面会を通じ

て、国際交渉に関与する各国政府に対しては「フレンズ会合」の立ち上げに向けた働きか

けを行う。併せて、ＧＡＳＰＰＡ（ギャスパ）の活動を通じて、地球規模課題に取り組ん

でいる市民団体等に対しては県の取組への賛同の拡大を図る。 

さらに、世界中から注目を浴びるこの機会にインパクトのある世界平和経済人会議の実

施や情報発信の拡充に取り組むこととし、そのための準備に令和６年度から着手する。 
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□ スポーツを活用した地域活性化（スポーツ・文化） 

・スポーツを活用した地域活性化 

広島が有する多様なスポーツ資源を活用し、地域活性化を目指す「わがまち💛スポーツ」

に新たに取り組む市町や、当該取組の成果の継続・定着に向けて推進体制の整備等を行う

市町に対し、人的支援・財政支援を実施する。 

 

□ 文化芸術に親しむ環境の充実（スポーツ・文化） 

・文化芸術鑑賞活動の活性化 

市町や公立文化施設間で設置した「広島県公立文化施設ネットワーク」を通じて、文化

資源や取組事例の共有等を図りながら、各市町等が抱える文化芸術の事業の企画・運営に

係る課題解決支援に取り組む。 
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（３）県民一人一人の夢や希望の実現に向けた『挑戦』を後押し 

□ 県民一人一人が、「安心」や「誇り」を原動力として、それぞれの夢や希望に「挑

戦」していける基盤を築き、その様々な挑戦の後押しとなる取組を進める。 

□ 人口減少・少子高齢化による人手不足の深刻化、急速に進むデジタル化等の技術革

新や、カーボンニュートラルに対応した技術開発など、本県を取り巻く社会経済情勢

等の変化が今後ますます加速することが予測される。 

□ このような変化に対応し、本県経済を持続的に発展させていくためには、経済を活

性化し、社会を前進させるための成長の原動力やその基盤となる経営者や個々人の

挑戦心（アニマル・スピリッツ）を涵養していくことが不可欠である。 

そのため、学びの変革を始めとした、挑戦心を育む土台となる、クリティカルシン

キングや、やり遂げる力など重要な非認知能力が身に付く教育など、乳幼児期から社

会人まで一貫した人づくりを着実に推進していく。 

□ また、これらの社会経済情勢等の変化に対応できるよう、「イノベーション立県」

を実現していくためには、スタートアップ支援などのイノベーションが生まれやす

い環境の整備や、ものづくり産業のデジタル技術の活用促進、企業・人材の集積・確

保に加えて、カーボンリサイクル技術を含めた環境・エネルギー分野やゲノム編集技

術等を活用した健康・医療関連分野など、市場の拡大が見込まれる分野への支援に重

点的に取り組む必要がある。 

  農林水産業の分野においては、「生産性の高い持続可能な農林水産業」を確立する

ため、経営力の高い企業経営体の育成、経営体の「稼ぐ力」を高めるための販売力の

強化やスマート農業技術の実装等による生産性の向上、県産材の安定的・効率的な供

給体制の構築などに取り組む必要がある。 

  そのため、基幹産業であるものづくり産業の更なる進化、広島の強みを生かした新

成長産業の育成、イノベーション環境の整備や産業ＤＸ・イノベーション人材の育

成・集積、地域の核となる企業経営体の育成、スマート農業の実装等による生産性の

向上や森林資源経営サイクルの構築に向けた取組を推進していく。 

□ さらに、本県経済の持続的発展に向けては、労働者が、高い成長性が見込まれる分

野へ円滑かつ自由に移動することができる社会を目指していく必要がある。 

このため、円滑な労働移動の実現に向けて、広島県リスキリング推進検討協議会の

最終報告を踏まえ、県内企業がリスキリングを実践する際の取組指針となる「リスキ

リング推進ガイドライン」及び県が実施すべき施策の骨格を示す「労働移動を円滑に

するための施策ロードマップ」を本年８月に策定したところである。 

これらに基づき、リスキリングを含む人材育成や県内企業の人的資本経営の促進

など、働き方改革の促進や産業ＤＸ・イノベーション人材の育成・集積に取り組ん

でいく。 

□ そのほか、スポーツの競技力向上に向けて、子供たちがスポーツを通じて個々の夢

や希望へ「挑戦」し、能力に応じてチャレンジできる状態を目指していく。 
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□ 乳幼児教育・保育の充実（教育） 

・教育・保育の質の更なる向上に向けた支援 

令和５年度に、教育・保育の改善ツールとして、「「遊び 学び 育つひろしまっ子！」育

みシート」を作成し、研修等で試行活用するとともに、乳幼児期に育みたい「５つの力」

を客観的に見取るための評価指標の作成を行った。 

今後は、幼児教育アドバイザーの訪問指導や研修会等を通じて、新たに作成した改善ツ

ールや評価指標の普及啓発に取り組む。 

 

・幼保小連携・接続による子供たちの学びや育ちの理解促進・授業づくり 

全ての小学校の教職員が、子供たちの園所での学びや育ちを理解し、授業づくり等に生

かしていくことができるよう、幼保小連携・接続に向けた体制整備に継続して取り組んで

いく必要がある。 

引き続き、小学校の教員が、「遊びは学び」の考え方を実践している園所で一日の保育

を体験する就業体験を実施する。 

 

・家庭教育に関する保護者の理解促進や地域の支援体制の構築 

子育てへの関心の有無にかかわらず、全ての保護者に必要な支援が届くよう、継続して

家庭教育支援の充実に取り組んでいく必要がある。 

そのため、「遊びは学び」の考え方を保護者に伝えるための啓発資料を開発・作成し、

ＳＮＳ等を活用して効果的に情報発信するとともに、身近な地域で家庭教育支援活動を実

践できる人材の育成に取り組む。 

 

□ 学びの変革の推進（教育） 

・小中学校における児童生徒の系統的な資質・能力の育成 

県内 22中学校区（指定地域）において、プロジェクト学習（ＰＢＬ）の考え方を取り

入れたカリキュラムの開発・実践が進んでいることから、今後は、その成果やノウハウを

県内に広く普及していく必要がある。 

そのため、市町教育委員会や学校の要請に応じた訪問指導や教職員研修等を通して、

各学校の授業改善につながるような授業計画の作成や教材研究等の支援を行い、学年間・

教科間の系統性を踏まえたカリキュラムの質的向上に取り組む。 

 

・高等学校におけるＳＴＥＡＭ教育の視点を取り入れた探究活動の充実 

令和４年度から２年間、ＳＴＥＡＭ教育モデル校において、有識者の指導助言を得なが

らＳＴＥＡＭ型カリキュラムを開発し、実践・検証してきた結果、その成果やノウハウを

他の県立高等学校に普及するための準備が整った。 

そのため、各県立高等学校において、ＳＴＥＡＭ教育の視点を取り入れたカリキュラム

改善が進むよう、教員研修等の様々な機会を通じて広く普及啓発する。 

 

 



23 

□ 高等教育の充実（教育） 

・大学等におけるデジタルリテラシー修得環境の整備 

18 歳人口が減少する中、デジタル技術の浸透などの新たな課題に対応するためには、

人的リソースの確保等の面で、個々の大学・短大では限界があることから、大学間の連携

による取組を強化していく必要がある。 

そのため、県立広島大学・叡啓大学と連携し、デジタル関連教材の提供や教員派遣な

どに取り組むとともに、広島大学・広島工業大学等との連携による公開講座の開催や単

位互換の促進など、学生が学びやすい環境づくりを進める。 

 

□ 基幹産業であるものづくり産業の更なる進化（産業イノベーション） 

・カーボンニュートラルへの対応支援 

経済のグローバル化が加速する中、カーボンニュートラルに関する規制等に対応しな

がら、付加価値創出を進めなければ、県経済の衰退につながる恐れがあるため、カーボ

ンニュートラルへの対応がものづくり産業全体の課題となっている。 

これまで、カーボンニュートラルに向けた取組として、専門家派遣による伴走型支援

や、意識を高めるためのセミナー・ワークショップ等による意識醸成を図ってきたが、

１社単位での取組では効果が限定的であり、サプライチェーン全体で連携していく必要

がある。 

そのため、サプライチェーン全体でのカーボンニュートラル達成にむけて、企業が業

種を超えて CO2排出量削減に連携して取り組む仕組みづくりを行う。 

 

□ 広島の強みを生かした新成長産業の育成（産業イノベーション） 

・事業化、マッチング支援（健康・医療関連ビジネス） 

今後、健康志向やヘルスケアへのニーズがより一層高まることから、市場の拡大に対応

するため、県内の健康・医療関連産業に対して、それぞれの事業ステージに応じた個別支

援を行う必要がある。 

そのため、補助金制度の充実や企業等への働きかけにより、早期の事業効果の発現が期

待できる機能性表示食品等の関連ビジネス全般の事業化支援や、マッチング支援などに積

極的に取り組む。 

 

・ゲノム編集技術の県内企業の産業活用促進（健康・医療関連ビジネス） 

広島大学を中心としたゲノム解析・編集技術やバイオデザイン・プログラム、医療系研

究拠点との連携など、広島の強みを生かし、従来からの企業に加え、スタートアップなど

新たな取組に対する支援を進めてきた。 

そうした中、国の「バイオ戦略」に基づく施策として、令和４年 12月に「ひろしまバ

イオＤＸコミュニティ」が認定され、県内でのバイオ関連産業の集積を促進していく機運

が高まっている。これを契機として、ゲノム関連技術の社会実装を進めるための研究開発

支援の強化や、広島大学を中心にプロジェクトが進められている「低アレルゲン卵」など、

将来の市場投入に備えた実証フィールドの確保などに取り組む。 
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・カーボンリサイクル技術に関する機関や人材の集積（環境・エネルギー産業） 

令和５年度に国がカーボンリサイクルロードマップを改定し、国内外の情勢が急速に変

化している中、「カーボンリサイクル産学官国際会議」が令和５年９月に本県で開催され、

本県の取組を発表するなど、カーボンリサイクルに係る県の取組に国内外から注目が集ま

っている。 

引き続き、広島県カーボン・サーキュラー・エコノミー推進構想に基づき、県独自の研

究・実証支援や協議会を通じたマッチング支援に取り組むとともに、国内外のカーボンリ

サイクルの最新情勢を踏まえ、推進構想の改定に着手する。 

 

□ イノベーション環境の整備（産業イノベーション） 

・海外進出の支援 

「ひろしまユニコーン 10」プロジェクトにおいて、ユニコーン級の企業を 10 年間で

10社創出することに取り組んでおり、企業のニーズや成長段階に合わせた幅広い支援を

実施することで、企業の成長を加速させる。 

海外進出を志向するスタートアップや中小企業に対し、現地での事業展開に必要なネ

ットワークの構築や人材の獲得、拠点設置等の支援を実施し、海外進出のスピードを早

め急成長を促す。 

 

□ 産業ＤＸ・イノベーション人材の育成・集積（産業イノベーション） 

・企業や個人の人材育成費用の支援 

デジタル化の進展等に伴い、企業を取り巻く経営環境が急速に変化する中、県内中小企

業等がイノベーションを継続的に創出していくためには、常に新しい知識・技術等を取り

入れて革新・改革を続けていく必要がある。 

そのため、産業ＤＸ・イノベーションの原動力となる高度で多彩な産業人材を創出し、

新分野への展開や競争力強化を促進するため、県内企業が社員を研修等へ派遣する費用

や、個人の大学院等での修学に要する費用の一部を支援する。 

 

・プロフェッショナル人材の獲得支援 

リモートワークなど、働く環境が変化し、地方転職、地方副業・兼業への関心が高まる

中、地域への人材還流と県内中小企業の「攻めの経営」への転換を促すため、多様な就業

形態によるプロフェッショナル人材の集積を図る必要がある。 

引き続き、デジタル人材等の産業構造の変化に対応した新たな人材の活用を促進するた

め、県内企業に対して、副業・兼業等を含む多様な人材活用の啓発、成功事例の横展開や

受入コストの支援等を行う。 
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・県内企業におけるリスキリングの支援 

令和５年７月に公表した広島県リスキリング推進検討協議会の最終報告を踏まえ、県内で

のリスキリング推進に向けて、更なる機運醸成や企業での実践を支援していく必要がある。 

引き続き、デジタル技術等のスキル・知識の習得支援やリスキリングの機運醸成に取り

組むとともに、県内事業者に対して、リスキリング実践に向けた伴走型のコンサルティン

グ支援など、課題解決に向けた支援に取り組む。 

 

・大学等の情報系学部・学科を活用したＤＸ人材の育成と定着の促進 

大学等の情報系学部・学科等で学んだＤＸ推進人材の県外流出の防止・県内定着の促進

に資する奨学金制度を設立し、令和５年度から貸付を開始した。今後、ＡＩなどの技術革

新を踏まえ、大学教育を受ける前の高校教育の段階において、デジタル技術を使いこなす

ためのデジタルリテラシーを向上させ、全体の底上げを図る必要がある。 

このため、デジタルリテラシー向上に向け、県内高校生がＡＩなどのデジタル技術を活

用し企業や社会の課題等を解決する学びの機会の創出に取り組む。 

 

□ 県経済を牽引する企業の育成・集積（産業イノベーション） 

・中小企業の新事業展開等の支援の推進 

新型コロナウイルス感染症の影響や先行き不透明な物価高騰、中長期的な産業構造の変

化など経営環境が大きく変化する中、新事業展開や業態の抜本的転換等により、持続的に

成長を志向する中小企業の支援に取り組む必要がある。 

地域経済の牽引役と成り得る企業の発掘や更なる成長支援のため、専門家の派遣や研究

開発費の助成等の総合的な支援に取り組む。 

 

・新たな価値観への転換に伴う需給構造の変化やＤＸの進展等を踏まえた、従来のビジ

ネスモデルからの脱却に向けた伴走支援 

中小企業が成長を続けていくためには、サプライチェーン全体での成長と分配の好循

環を生み出していくことが重要であり、企業横断的な視点で最適化されたビジネスモデ

ルを創出していく仕組みが必要となっている。 

そのため、成長意欲が高いハブ企業及び取引先の持続的な成長に向けた高度な知見を

有するコンサルタントによる伴走支援に取り組む。 

 

□ 中小企業・小規模企業の生産性向上・経営改善（産業イノベーション） 

・持続的な発展に向けたイノベーション創出の支援 

中小企業・小規模企業の持続的な発展に向けては、イノベーション創出に必要な知見

やスキルを学ぶ環境整備を推進するとともに、学びの実践により生産性の向上を図って

いく必要がある。 

そのため、組織づくりやイノベーション創出に向けた知見等を学ぶ場の提供・拡充を

図るとともに、イノベーションの実践、複数企業による社会課題解決プロジェクトの創

出及び自走化等の支援に取り組む。 
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□ 地域の核となる企業経営体の育成（農林水産業） 

・企業経営を目指す経営体の確保（Ⅰ層→Ⅲ層） 

・企業経営の実現（Ⅲ層→Ⅳ・Ⅴ層） 

地域の核となる企業経営体の育成に向け、経営発展プロセスに応じた、ひろしま農業経

営者学校や専門家による課題解決型の伴走支援などの施策を展開している。 

こうした中、経営発展初期での常時雇用者の確保に関しては、人件費が高まることや労

働環境の整備が必要なことなどから、雇用型経営への発展を躊躇している経営体が多い。 

そのため、新たに雇用の確保・定着に向けた講座を開設するとともに、経営計画のブラ

ッシュアップや、就農者の定着率を向上させるための「お試し雇用」を支援し、雇用型経

営への発展を加速させる。 

 

・事業者と経営体が連携した食のイノベーションによる新たなビジネスの創発 

経営体の「稼ぐ力」を高めるため、様々な分野の企業と農業経営体が連携し、新たなビ

ジネスにチャレンジする取組を令和４年度から進めており、これまでに採択したプロジェ

クトチームによって、新商品や新サービスの提供が始まり、地域の活性化にもつながって

いる。 

こうした取組に加え、新たな事業者を発掘するためのセミナーや事業化に向けた支援

等に取り組むことで、農林水産業分野全体におけるイノベーションの創発を図る。 

 

□ スマート農業の実装等による生産性の向上（農林水産業） 

・農業経営モデルの確立 

・担い手への普及 

・農業全体への普及 

スマート農業技術の実装に向け、令和３年度から３年間で合計９つのテーマを設定し、

中山間地域に適応した技術の開発と改良を行い、収益性の高い経営モデルを構築する実証

試験に取り組んでいる。 

令和３年度に開始した３つのテーマについては、費用対効果を含めた経営収支シミュレ

ーションを基に、県及び外部専門家等が、生産性を最大化する技術の習得と実践に向けた

伴走型支援に取り組むことにより、県内に広く普及していく。 

 

□ 森林資源経営サイクルの構築（農林水産業） 

・技術基盤の整備 

林業分野においては植栽から主伐までの各段階において、低コスト化や省力化を

推進するため、スマート林業機器や一貫作業システムの導入等に取り組んでいる。 

こうした中、成長が早く、保育経費や再造林経費の削減が期待されるコウヨウザ

ンの普及に向けた取組を進めているが、ノウサギによる苗木の食害が大きな課題と

なっている。 

このため、これまで実施してきた単木保護による対策よりも低コストで効果的な

方法について実証に取り組む。 
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□ 働き方改革の促進（働き方改革・多様な主体の活躍） 

・労働市場の流動化に対応した「人的資本経営」の推進 

・人的資本経営の促進のための社内環境の整備 

今後、労働市場の流動化や人材獲得競争の激化が想定される中、経営戦略と直結した人

材戦略を策定し、人材を「資本」として捉え、その価値を最大限に引き出すことで、中長

期的な企業価値の向上につなげる「人的資本経営」を推進する必要性が高まっている。 

令和５年７月に公表した広島県リスキリング推進検討協議会の最終報告を踏まえ、人的

資本経営の促進に向けて、労働市場・資本市場等のステークホルダーを含めた観点からの

支援体制の構築が必要となっている。 

このため、従業員の働きがい向上が経営メリットの創出につながるよう企業の実践支援

を拡充するほか、リスキリング後の評価・処遇に係る研修等を通じて、生産性向上に資す

る社内環境整備を促進する。また、人的資本経営研究会における金融機関等ステークホル

ダーとの議論を活性化し、人的資本の情報開示に係る有効な指標の標準化などに取り組む。 

 

□ スポーツ競技力の向上（スポーツ・文化） 

・スポーツ競技力の向上 

国民体育大会男女総合成績８位以内を目標に掲げ、ジュニアアスリートの発掘・育成・

強化の取組を進めてきたが、少年種別の成績は低位となっている。 

そのため、競技力の向上の意義を「個」の夢や希望への「挑戦」の後押しと再定義した

上で、令和６年度から、子供の可能性を広げる多様な運動機会の提供など、子供たち一人

一人の資質や志向に応じた挑戦への支援に取り組む。 
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２ 特性を生かした適散・適集な地域づくり 

□ 本県の強みである「都市と自然の近接性」を最大限生かし、県全体の発展を牽引す

る魅力ある都市、自然豊かで分散であることを生かした中山間地域及び利便性の高

い集約型都市の形成に取り組み、「適切な分散」と「適切な集中」に応じた地域づく

りを進めていく。 

□ 本県の公共交通を取り巻く状況は、人口減少による需要の縮小や、交通事業者の収

支悪化、人手不足等の供給面の課題など、より一層深刻さを増している。 

こうした課題に対応していくためには、交通事業者、市町、利用者といった関係者

が中長期的な視点を持ちながら公共交通の目指す姿を共有し、一体的に取り組む必要

があることから、現在、「広島県地域公共交通ビジョン」の策定を進めているところ

であり、持続可能な地域公共交通の構築に向けて、広島県地域公共交通ビジョンに基

づき取組を進めていく。 

□ 中山間地域においては、人口減少や高齢化が加速し、既存産業の衰退や医療・買

物・交通といった生活を支える機能やサービスの縮小・廃止など、厳しい現状に直面

している。 

  そのため、地域の課題解決や新たな価値を生み出していくための人材育成、地域づ

くりに取り組む人への支援や、持続可能な地域運営の仕組みづくりなど、人材の発

掘・育成、ネットワークの拡大やデジタル技術を活用した暮らしの向上に向けた取組

を着実に推進していく。 

□ そのほか、人を惹きつける魅力ある都心空間の創出に向けた官民一体となったま

ちづくりの推進や都市機能の集約のための立地適正化計画の策定の推進などにも取

り組んでいく。 

 

□ ネットワーク及び交通基盤の強化（持続可能なまちづくり） 

□ データと新技術を活用したまちづくり（スマートシティ化）の推進（持続可能なまち

づくり） 

□ 持続可能な生活交通体系の構築（中山間地域） 

・持続可能な地域公共交通の実現に向けた施策の推進 

広島県地域公共交通ビジョンに基づき、広域ネットワークとしての幹線交通を強化する

とともに、交通結節点の拠点性を高め、多方面への移動を促進していく。 

また、中山間地域においては、市町と連携しながら、地域コミュニティ内の近距離・小

規模移動を確保するとともに、交通と生活サービスが一体となった取組を推進する。また、

潜在需要を満たす新たな交通サービスの検討を進め、誰もが移動を諦めることのない地域

づくりを進める。 
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・市街地を一体化する道路と鉄道との立体交差化 

広島都市圏東部地域の拠点としての役割を発揮するため、道路と鉄道との立体交差化や

周辺地域の基盤整備により、都市交通の円滑化と鉄道により分断された市街地の一体化を

図る必要がある。 

このため、広島市やＪＲ等の関係者と連携し、連続立体交差事業の完成に向けて計画的

な整備を推進していくとともに、周辺地域の一体的なまちづくりに資する都市計画道路の

整備や土地区画整理事業の促進に取り組み、交通混雑や市街地分断の解消、踏切の除却に

よる安全の確保を実現していく。 

 

□ 中心地と周辺地域等の連携を支える基盤整備（中山間地域） 

・現況１車線バス路線区間解消のための計画的な道路整備 

将来にわたって安心して快適に暮らせる、持続可能な地域づくりを支えるため、

生活交通であるバス等の運行の安全性・定時性確保に向けた、バス路線１車線区間

の解消に資する道路の計画的な整備を推進する。 

 

□ 人材の発掘・育成、ネットワークの拡大（中山間地域） 

・地域づくり活動への機運醸成と将来を担うリーダーの育成 

持続可能な中山間地域の実現のためには、中山間地域が持つ魅力や豊かさに共鳴

し、地域の抱える課題の解決や、新たな価値を生み出していくための主体的な活動

を展開していく、地域に根差したリーダーを育成・確保していく必要がある。 

このため、中山間地域で地域づくりに取り組む人や活動をつなぐプラットフォーム「ひ

ろしま里山・チーム５００」登録者の活動を継続・発展させる取組として、産学金官で構

成する「さとやま未来円卓会議」やサポートデスクによる相談対応を行うとともに、「元

気さとやま応援プロジェクト補助金」により、地域を巻き込んで新たに行う活動の立ち上

げに必要な経費の支援を行う。 

また、ひろしま≪ひと・夢≫未来塾の実施により、コミュニティビジネスだけでなく、

住民が抱える課題に対応できる人材を育成する。 

 

・持続可能な地域運営の仕組みづくりに取り組む地域の支援 

広島県集落対策に関する検討会議で示された、新たな集落対策の方向性を踏まえて、地

区・集落の将来像に応じた検討を進めることとし、集落対策の実施に向けて関係市町と連

携して取り組む。 
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□ デジタル技術を活用した暮らしの向上（中山間地域） 

・デジタル技術を活用した新たな生活サービスを導入しようとする市町の支援 

デジタル技術を活用したサービスを通じて中山間地域における身近な生活課題

の解決を図る市町の取組を支援しており、地域の枠を超えて新しい暮らしのモデルを

中山間地域全体に普及させる必要がある。 

そのため、これまで実装したモデル事業の横展開に取り組むとともに、複数市町に共通

する課題をデジタル技術を活用して解決する共同実施の仕組みを検討する。 

 

□ 人を惹きつける魅力ある都心空間の創出（持続可能なまちづくり） 

・地域主体によるエリアマネジメント活動の活性化や体制の構築（広島市） 

広島の都心において、「ひろしま都心活性化プラン」に掲げる将来像の実現に向け、エ

リアマネジメント活動の一層の活性化など、広島市や広島都心会議等と連携して、官民一

体となったまちづくりを推進する必要がある。 

令和３年度の広島都心会議設立以降、エリアマネジメント団体の活動支援や、広島都心

全体を俯瞰した中期的なビジョンの検討などを行う広島都心会議の活動を支援しており、

令和６年度は、引き続きエリアマネジメント団体の活動支援に加え、新たに上記のビジョ

ンに掲げる取組を進める広島都心会議への支援を行うほか、市街地再開発事業の推進につ

いて、広島市と連携して取り組む。 

 

・地域主体によるエリアマネジメント活動の活性化や体制の構築（福山市） 

備後圏域の玄関口である福山駅周辺地区においては、「福山駅前再生ビジョン」の「め

ざす福山駅前の姿」の実現に向けて、「福山駅周辺デザイン計画」に掲げた取組の推進や、

民間主体のエリアマネジメント体制の構築など、福山市と連携した取組を進めていく必要

がある。 

これまで福山市と連携して、エリアの価値を高める開発の促進に向けて先進事例を題材

としたエリア価値創造フォーラムを開催し、課題解決につなげるためのまちづくりの手法

等について共有を図っており、令和６年度はこれまでのフォーラムで共有した課題解決等

の手法を生かした取組が実践されるよう、福山市と連携して取り組む。 

 

□ 機能集約された都市構造の形成（持続可能なまちづくり） 

・利便性の高い集約型都市構造の形成に向けた立地適正化計画策定の促進 

立地適正化計画未策定の市町に対して策定を促すとともに、実効性のある計画となるよ

う広域的な視点からの助言等の支援を行う。 

 

・拠点エリアにおける適切な土地利用の促進 

広島型ランドバンク事業のモデル地区（三原市、府中市）での取組を進めるとと

もに、都市の規模に応じた事業スキームの有効性を検証するため、他地区において

も取組を進める。 
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・居住誘導エリアにおける中古住宅の需要拡大 

官民連携プロジェクト「ＤＩＧ：Ｒ ＨＩＲＯＳＨＩＭＡ」を推進し、利便性の高いエ

リアへの居住誘導に向けた、地域の魅力発信や住宅ストックの活用促進に取り組む。 

 

・不動産関連情報の一元化・オープン化による市場活性化 

不動産事業者に対して「ＤｏｂｏＸ」を活用した不動産関連情報の取得を促すとともに、

国などの関係機関との連携強化により実装データの更なる充実を図る。 

 

□ 地域と連携し、地域の特性を生かしたまちづくりの推進（持続可能なまちづくり） 

・ゆとりと魅力ある居住環境の創出に向けたモデルづくり 

地域特性や強みを生かしたゆとりと魅力ある居住環境の創出を目指す３つのモデル地

区（東広島市、府中市、廿日市市）における将来ビジョンの実現に向けて、市町と連携し

ながら取組を進めていく。 

 

□ 自然環境と生物多様性の保全の実現（環境） 

・利用者ニーズを踏まえた自然公園等施設の適切な維持管理 

もみのき森林公園の民間主導による管理運営を開始するとともに、その他の自然公園等

においても、民間ノウハウの活用も含め、県民のニーズを踏まえた施設整備を計画的に進

めていく。 
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Ⅲ 施策の実行を支える基盤 

 

１ 予算編成方針 

（１） 歳入歳出見込み（試算） 

直近の経済見通しなどを踏まえ、現時点で見込まれる一定条件の下で、令和

６年度予算の歳入歳出について試算を行った場合の見込みは、次のとおり。 

 
 

区       分 
Ｒ５（当初予算） 

Ａ 
Ｒ６見込 
Ｂ 

差引増減 
Ｂ-Ａ 

 １ 県税・地方消費税清算金・地方譲与税 ５，３４７  ５，６１６ ２６９ 

 うち県税 ３，４１７  ３，４８３  ６６ 
２ 地方交付税・地方特例交付金 １，９０４  １，９０２ ▲２ 

３ 国庫支出金  １，４８３ １，２９５ ▲１８８ 
４ 県債 ８７９  ７０６ ▲１７３ 

 うち臨時財政対策債  １３０  ８４ ▲４６ 
５ その他  １，７９１  １，２９７ ▲４９４ 

 歳        入 １１，４０３ １０，８１６ ▲５８７ 
一  般  財  源 ※1  ５，８１５  ５，９０２ ８７  

 １ 法的義務負担経費  ３，８０７  ３，９５６ １４９ 
 うち社会保障関係費  １，４５４  １，４９８  ４４ 

 うち市町への税交付金等  １，５７０  １，７０６  １３６ 
 うち退職手当基金積立金 ３１ ０ ▲３１ 

２ 経常的経費  ３，８０２  ３，８９５  ９３ 

 

人件費  ２，３４０  ２，４４６  １０６ 

 うち退職手当  １２６ １８９   ６３ 
公債費  １，４６２  １，４４９ ▲１３ 

   うち臨時財政対策債分 ５６２   ５４３  ▲１９ 
   うち豪雨災害分 ３８  ５９  ２１ 

   うちその他分 ８６２  ８４７  ▲１５ 
 ３ 政策的経費  ３，７９５ ２，９６５ ▲８３０ 

  平成30年７月豪雨災害対応分を除いた政策的経費  ３，４４７  ２，６４１ ▲８０６ 

   政策的経費として活用可能な一般財源の額※2  ９１５（６７４）  ６９５ ▲２２０ 

 歳          出 １１，４０３ １０，８１６ ▲５８７  
※1 一般財源は、県税･地方消費税清算金･地方譲与税･地方交付税･臨時財政対策債等から市町への税交付金等を除いたもの。 

※2 （）内の数字は、財源調整的基金活用前の額。 

 

試算では、政策的経費として活用可能な一般財源の額が、令和５年度当初予

算に比べ、220億円減少する見込みとなっている。こうした状況にあってもビジ

ョンに掲げる「目指す姿」の実現のため、中期財政運営方針に基づく歳出歳入

の両面にわたる取組を行っていくことが必要。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円） 

【主な歳入歳出見込みの試算方法】 
直近の経済見通しなどを踏まえ、現時点で見込まれる一定条件の下で試算。経済情勢や国の予算編成等の動向によって、修正

が必要な場合は、予算編成の過程において対応する。端数処理の関係により積上げ数値と合計値等が異なる場合がある。 

歳 

入 

［県 税］・R5年度の税収見込額をベースとして、国の名目経済成長率（R5年度：+4.4％）等を基に推計 

［地方交付税］・国の新経済・財政再生計画を踏まえ、R6年度の一般財源総額をR5年度と実質的に同水準※ 
           ※社会保障関係費に係る一定の増等を考慮 

［国庫支出金］・法的義務負担経費、経常的経費及び政策的経費のうち平成30年7月豪雨災害対応分については、個 
［県 債］ 別に考慮した上で、その他の政策的経費に係るものについては、活用可能な一般財源を基に機械的

に算出 

［そ の 他］・歳出推計に連動し、機械的に算出 

歳 

出 

［法的義務負担経費］・定年引上げによる年度間の退職手当負担の平準化に必要な額を退職手当基金に積立 

［人 件 費］・R5.4.1現在の職員数で推計 

［政策的経費］・一般財源の額については、歳入における一般財源の合計から、社会保障関係費などの法的義務負担

経費及び人件費などの経常的経費に必要な一般財源の額を差し引いた額 
       ・事業費については、活用可能な一般財源の額を基に推計した額 
       ・平成30年7月豪雨災害対応分については個別に考慮 
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（２） 予算編成方針 

高齢化の進展等による社会保障関係費の増加、公債費の高止まりなど、様々

な財政運営上の制約がある中においても、経済の低迷や大規模災害などのリス

クに備えつつ、県勢発展に必要な施策を安定して推進できるよう、中期財政運

営方針に基づき、令和６年度の予算編成方針を定める。 

 

① 基本的な考え方 

○ 重点施策への集中的な取組 

「平成30年７月豪雨災害からの復旧・復興プラン」に基づく取組に引き続き最優

先で取り組むとともに、県民の挑戦を後押しする取組や本県の特性を生かした適

散・適集な地域づくりに資する取組といったビジョンに掲げるそれぞれの欲張りな

ライフスタイルの実現に向けた施策を推進する。 

 

② 県勢発展に必要な施策を安定して推進していくための取組 

○ 経営資源マネジメントの取組 

最少の経費で最大の効果を発揮するため、投入した経営資源が成果に結び付い

ているかの観点から、プライオリティや費用対効果の検証・評価を一層徹底する

など、経営資源の最適配分に向けた取組を進める。 

令和６年度当初予算編成においても、厳しい財政状況の中、大規模災害などの

リスクに備える必要があることから、引き続き事務事業の見直しに取り組む。 

 

○ 歳出歳入の両面にわたる取組 
人件費等の経常的経費の適正管理や県税の徴収強化などの歳出歳入の両面にわ

たる取組を行うとともに、施策の推進とのバランスを取りながら、将来負担額の

着実な縮減を進める。 
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【参考】 中期財政運営方針（Ｒ３～Ｒ７）に基づく取組 

  「平成30年７月豪雨災害からの復旧・復興プラン」に基づく取組に引き続き最優先

で取り組むとともに、新型コロナウイルス感染症による経済の低迷や大規模災害な

ど、様々な財政運営上の制約やリスクに対しても、柔軟かつ機動的に対応でき、県

勢発展に必要な施策を安定して推進できる、しなやかな財政運営を行っていくため、

次のとおり取り組む。 
 
①  経営資源のマネジメントの取組 

○ 施策や事業等のプライオリティや費用対効果の検証・評価を一層徹底した経 

営資源のマネジメントを行うなど、更なる選択と集中を図る。 

 

②  公共事業費等 

○ 「平成 30年７月豪雨災害からの復旧・復興プラン」に基づく取組に必要な公共

事業について、引き続き最優先で取り組むとともに、その他の公共事業につい

ては、新型コロナウイルス感染症の影響による県税収入の減少が見込まれるな

ど、非常に厳しい財政状況の中にあっても、令和７年度までの間、一般財源ベ

ースで令和２年度と同水準を確保し、国庫補助金の獲得や、有利な県債を最大

限活用することで、防災・減災対策などの県土の強靭化等の要請に応えていく。  

 

③  歳出歳入の着実な取組 

○ 次のとおり、歳出歳入の両面にわたる着実な取組を進める。 

・ 適切な定員管理や業務の効率化による時間外勤務の縮減などにより、人件

費の適正管理に取り組む。 

・ 利用計画のない土地等の県有財産について、歳入確保の観点から、引き続

き、売却処分を進める。 

・ 県税の滞納処分や個人住民税の市町との共同徴収を行うなど、県税の徴収

強化により、県税収入の確保を行う。 など 

 

≪財政運営目標≫ 

○  財源調整的基金※について、100 億円以上の残高を維持 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響などによる厳しい財政状況の中、大規模

災害などのリスクへの備えとして、財源調整的基金の一定の残高を維持する

必要があることから、平成 30年７月豪雨災害のような大規模災害の発生への

対応を念頭に、毎年度の当初予算編成時において、100億円以上の残高を維持

する。 

 
 ○  将来負担比率を 200％程度に抑制 

・ 県勢発展に必要な施策を安定して推進していくためには、将来負担の軽減

を図る必要があることから、県債の発行額を適切にマネジメントすることに

より、今後５年間で、200％程度への抑制を目指す。 

 

 
※ 財源調整的基金とは、年度間の財源調整を目的とした基金（財政運営のために自由に使える貯金）のことで、財政調整基金と減
債基金の一部をいう。 
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２ 行政経営方針 

（１）戦略的な施策マネジメント 

□ 戦略構築力の向上  

○ 令和５年度（2023年度）の取組 

 戦略構築に必要な基礎的な知識の定着のため、全職員を対象とした事業計画策

定研修や事業課課長級職員を対象としたエビデンス・ベースト・ポリシー・メイ

キング（ＥＢＰＭ：合理的根拠に基づく政策形成）基礎研修など各種職員研修等

を実施した。 

 また、ワーク単位のモニタリング及び検証を踏まえた取組の見直しなど戦略構

築スキルを養成した。 

 

○ 主な成果と課題 

全階層の職員について、戦略構築に必要な基礎的な知識の習得が一定程度図ら

れている。 

 行政課題が多様化・複雑化する中で、各施策の成果獲得の確度を高めるため、

引き続き、知識・スキルの定着に向けて階層別研修やＯＪＴ等を計画的に実施す

る必要がある。 

 

○ 令和６年度（2024年度）の取組 

階層別研修やＯＪＴ等を通じて、仮説思考に基づく戦略構築に必要な基本的な

知識・スキルの更なる定着を図る。 

 また、戦略に基づき成果獲得の確度を高める適切な戦術を構築するため、ビジ

ネスプランやＥＢＰＭの考え方・手法を適切に実践できるスキルの養成を図る。 

 

□ 施策マネジメントの強化 

○ 令和５年度（2023年度）の取組 

ワーク単位のモニタリングにより、毎月、取組の実施状況を点検し、必要に応

じて計画や取組の見直しを柔軟に実施した。 

また、施策や取組の現状・課題分析や施策効果の分析評価に係る外部人材を活

用した技術的支援を行った。 

 

○ 主な成果と課題 

ワーク単位でのモニタリングなどにより変化の兆しを迅速かつ的確に把握し、

計画や取組の見直し等が柔軟に行われている。 

先行きが不透明で変化が激しい社会情勢が見込まれる中で、施策の実行力を高

めるために、引き続き、外部人材の活用によるモデルケースの更なる蓄積やそこ

から得られたノウハウの展開など、的確な現状・課題分析を土台とした試行と改

善のサイクルの施策全体への定着に向けた取組を計画的に進める必要がある。 
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○ 令和６年度（2024年度）の取組 

ビジョン及び「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン アクションプラン」に掲

げる目指す姿と分野別計画における成果指標等の実現に向け、ワーク単位でのモ

ニタリングを着実に実施するとともに、必要に応じて計画や取組の見直しを柔軟

に行う。 

また、施策の実行力を高めるため、ビジネスプランやＥＢＰＭによるモデルケ

ースの更なる蓄積、外部人材を活用した現状・課題分析等に係る技術的支援や新

たなモデルケースの作成及びそこから得られたノウハウの展開など、施策全体へ

の定着に向けた取組を進める。 

 

（２） 成果獲得に向けた組織マネジメント 

□ 行動理念の理解、共有、実践の促進 

○ 令和５年度（2023年度）の取組 

行動理念を組織文化として定着させるための取組として、行動理念に沿った優

良な行動事例や成果を得た事業を選定し、庁内で広く共有する取組を実施した。 

また、新規採用者から管理職員までの全階層において、階層ごとの期待される

役割に応じた内容の課程研修を実施した。 

 

○ 主な成果と課題 

行動理念について、約８割の職員が理解・共感しており、職員への浸透度も高

まり、実践につながってきているものの、その割合は約７割にとどまっているた

め、更なる職場での行動理念の実践を促進する必要がある。 

 

○ 令和６年度（2024年度）の取組  

行動理念を組織文化として定着させるため、新規採用者から管理職員までの全

階層における研修や優良事例等の幅広い事例の共有など、多くの職員が行動理念

の実践について考える機会の更なる充実を図るとともに、行動理念アンケートの

分析などを踏まえ、より効果的な働きかけの手法を検討の上、実施することによ

り、日々の業務での実践を促進する。 

 

□ ミッション重視の組織体制の構築 

○ 令和５年度（2023年度）の取組 

ビジョンに掲げるそれぞれの欲張りなライフスタイルの実現を目指し、ＬＸの

実践や、新型コロナウイルス感染症への対応、社会的基盤の強化等を推進するた

めの体制を整備した。また、年度中途においても、Ｇ７広島サミットの閉幕後に

段階的に推進体制を見直すとともに、令和５年９月の「高度医療・人材育成拠点

基本計画」の策定を受け、円滑なハード整備を進めるための体制を整えるなど、

随時、必要な組織体制の見直しを行った。 
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○ 主な成果と課題 

令和５年度に新設した組織では、ＤＸ審議官における全県的なＤＸの推進や、

医療機能強化推進課における「高度医療・人材育成拠点基本計画」の策定などを

進めている。一方で、多様化・複雑化する行政課題等へ的確に対応していくため

には、部局横断的に様々な領域の施策を組み合わせて解決を図る必要がある。 

 

○ 令和６年度（2024年度）の取組 

ビジョンに掲げる目指す姿の実現に向けて、組織力を最大限発揮できる成果志

向の組織体制の構築を図るとともに、年度中途においても、社会経済情勢の変化

や危機管理への対応など、柔軟で機動的な組織体制の整備に取り組む。 

 

□ 行政のデジタル化等による業務プロセスの再構築の推進 

○ 令和５年度（2023年度）の取組 

令和３年８月に策定した「行政デジタル化推進アクションプラン」に基づき、

行政手続のオンライン化の推進、県保有データの利活用の推進及びＲＰＡ等を活

用した働き方改革に取り組んだ。 

   内部統制については、制度を有効に機能させるための重点的な取組を実施す

るとともに、再発防止策の検討を進めるための全庁的な点検を行った。 

 

○ 主な成果と課題 

行政手続のオンライン化については、令和４年度は年度目標として設定した手

続のオンライン化やクレジットカード等による電子納付対応を完了し、令和５年

度についても、計画的に取組を進めている。 

一方で、添付書類の提出や行政内部の事務処理においては、アナログの部分が

多く残り、県民、行政がデジタル化の恩恵を十分に実感できていない。 

令和４年３月に開設した全市町のデータをひとつにまとめたサイトにより、オ

ープンデータの利活用が進んでいるが、県民等にとって利用価値を高めるために

は、質・量ともに充実させる必要がある。 

内部統制については、制度導入後、不適正な事務処理事案は減少してきている

が、いまだに重大な不備事案が発生しているため、これまでの発生原因等の検証

を踏まえた取組を実践していく必要がある。 

 

○ 令和６年度（2024年度）の取組 

行政手続のオンライン化については、デジタル化の恩恵を実感できるよう、添

付書類の削減等の手続の負担軽減につながる取組を実施していく。 

オープンデータの取組については、より魅力的な掲載サイトとなるよう、県保

有データの棚卸等を継続的に実施し、データの質・量及び内容の充実を図る。 

   内部統制については、実効性を高めるシステム作りや、全職員が主体的に取

り組むという意識の醸成など、より一層、適正な業務遂行の確保に取り組む。 
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□ 県と市町の連携強化 

○ 令和５年度（2023年度）の取組 

基幹系情報システム 20業務の標準化については、デジタル庁の職員を招いて

の説明会による担当者の理解促進や広島県・市町担当者間でのチャットツールの

共同利用による情報共有等を実施した。 

県から市町への移譲事務については、専門性の高い移譲事務について、ノウハ

ウを共有するため、県、政令市及び中核市による同行支援等を実施した。 

また、平成 30年７月豪雨災害からの復旧・復興に向けて、市町ごとに必要な

地方債・交付税を確保するとともに、全国の自治体職員・県任期付職員の派遣や

土木職員の合同採用試験の支援により、技術職員等の確保を行った。 

 

○ 主な成果と課題 

基幹系情報システム 20業務の標準化について、県・市町間で迅速かつ効果的

な情報共有等が図られているが、業務フローの見直しやベンダーとの調整などの

市町が抱える課題解決に向けて、きめ細やかな支援を継続する必要がある。 

市町において、専門性の高い移譲事務についての理解が深まっているが、引き

続き県の支援によりノウハウの定着を図っていく必要がある。 

また、平成 30年７月豪雨災害からの復旧・復興事業が完了していない市町に

対しては、事業が完了するまで行財政運営への支援を継続する必要がある。 

 

○ 令和６年度（2024年度）の取組 

基幹系情報システム 20業務の標準化について、スケジュールどおりに市町が

標準化を完了できるよう、業務フローの見直しやベンダーとの調整などの市町が

抱える課題については、引き続き、迅速・的確な情報提供や人的及び技術的な支

援などきめ細やかな支援を実施する。 

また、県から市町への移譲事務について、支援が必要な市町に対し、県及びノ

ウハウを有する市による支援・補完の取組を継続的に実施する。 

平成 30年７月豪雨災害からの復旧・復興事業が完了していない市町に対して

は、ニーズに応じた市町の財源及び技術職員等の確保について支援する。 

 

□ 県庁働き方改革の推進 

○ 令和５年度（2023年度）の取組 

管理職員の的確なマネジメントの下、生産性の向上に向けた取組を進めるとと

もに、柔軟で効率的な働き方を促進するため、テレワークを利用しやすい職場環

境づくりを進めた。 

また、デジタルシフトを加速するため、ＲＰＡなどの積極的な活用や生成ＡＩ

の活用に向けた試行を開始するとともに、具体的な紙使用量の削減目標数値を設

定し、協議スペースへディスプレイを設置するなど、ペーパーレス化を推進し

た。 
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○ 主な成果と課題 

テレワークや web会議の活用が、一定程度定着してきているが、職員の働き方

が変化する中で、新しい働き方に対して管理職員が的確にマネジメントを行って

いく必要がある。 

ペーパーレスについては、令和４年度において、「内部資料の令和２年度比

90％削減」の目標に対して、「66％削減」となっており、引き続き、職員の意識

改革等を進め、削減を図っていく必要がある。 

また、デジタル技術を活用した業務改善については、ＲＰＡの活用により、新

型コロナウイルス関係入力業務支援など、12件の改善を実施したところである

が、その活用事例やメリットを広く横展開等をしていく必要がある。 

 

○ 令和６年度（2024年度）の取組 

職員の意識改革やデジタルツールの導入を進めることにより、テレワークの定

着を図っていく。 

また、引き続き、働き方改革に資するペーパーレスやデジタル技術を活用した

業務改善に取り組むとともに、職員の意識改革や有効なツールの積極的な活用、

横展開を進めていく。 

 

（３） 戦略的なリソースマネジメント 

□ 高いパフォーマンスを発揮し続けるための仕組みづくり 

○ 令和５年度（2023年度）の取組 

職員のモチベーションを向上させ、高いパフォーマンスを発揮できる組織を構

築するため、管理職員のマネジメントスキルの向上や心理的安全性の確保に向け

た取組を実施するとともに、職場内のコミュニケーションの活性化にも取り組ん

だ。 

 

○ 主な成果と課題 

心理的安全性の理解促進に向けた取組を着実に進めることができており、今後

は組織への定着を図るための取組を進める必要がある。 

 

○ 令和６年度（2024年度）の取組 

研修などを通じて、管理職員のマネジメントスキルの強化に取り組むととも

に、心理的安全性の確保に向けた取組として、具体的な行動を例示するなど、実

践につながるような取組を進めていく。 
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□ 専門人材の確保・育成 

○ 令和５年度（2023年度）の取組 

  【情報システム分野】 

全県的なＤＸの推進等に対応できるよう、県･市町が共同でデジタル人材を

確保･育成する枠組みとして「DXShipひろしま」を立ち上げ、県内７市町に情

報システム人材６人を配属した。 

また、県の求める情報システム人材像や育成方法等を整理した「広島県情報

システム人材育成プラン」を策定し、プランに基づき情報システム人材に対し

て、評価や研修を開始した。 

  【危機分野】 

    自然災害等への対応を専門に行う「防災職」を新設し、令和５年度から採用

試験を開始した。また、令和４年度に設置した県・市町防災人材育成会議等に

おいて、防災職の市町への配置や防災人材を県・市町共同で確保・育成する仕

組みづくりについて方向性を整理した。 

 【土木分野】 

  土木技術に係る県・市町の連携・共同体制の構築に向け、市町の要望等も踏

まえ、連携メニューや対象市町を拡大して試行・検証を実施した。 

 

○ 主な成果と課題 

【情報システム分野】 

情報システム人材を配属した７市町においては、市町のＤＸ推進計画の策定

や体制整備が進んでおり、今後、具体的なＤＸ施策の推進を進めていくととも

に、こうした取組を他の市町にも拡大していく必要がある。 

ＤＸ人材の確保・育成については、「広島県情報システム人材育成プラン」

に基づいて開始した研修を着実に実施する必要がある。 

【危機分野】 

  今後、防災人材を確保・育成する具体的な仕組みを構築していくため、県・

市町がこれまで以上に連携して取り組む必要がある。 

【土木分野】 

各市町がそれぞれの状況に応じて最も効果的な対応を選択できるよう、県・

市町の連携・共同体制の選択肢を提示し、意見交換を行っている。引き続き、

連携メニューの試行状況や市町の意向を確認しながら、将来的な県・市町の連

携・共同体制をとりまとめ、より詳細な検討を進めていく必要がある。 
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○ 令和６年度（2024年度）の取組 

【情報システム分野】 
県全体でＤＸを進めるため、現在の取組による成果の共有などを図ることに

より、「DXShipひろしま」に参画する市町を拡大していくとともに「広島県情

報システム人材育成プラン」基づく評価や研修について、必要な改善を図りな

がら実施していく。 

【危機分野】 
市町と連携し、大規模災害発生時に迅速・的確に対応できる災害マネジメン

ト能力の高い人材を県・市町共同で確保・育成する仕組みの構築に取り組む。 

【土木分野】 
土木技術に係る県・市町の連携・共同体制の構築に向け、連携メニューを適

宜見直しながら継続的に試行していくとともに、市町の意見・意向を踏まえな

がら、体制構築の具体化に取り組む。 

 

□ 働き方の多様化への対応を通じた自発的な能力開発等の推進 

○ 令和５年度（2023年度）の取組 

心理的安全性やアンコンシャス・バイアスについては、その正しい理解のた

め、研修や事例紹介などにより、職員への周知を行った。 

両立支援については、育児では、男性職員やその上司を対象とした研修を実施

し、介護では、実体験を題材とした講演会を実施するなど、理解促進のための取

組を実施した。 

また、職員の能力開発の推進として、デジタルリテラシーの向上を目的とした

オンデマンド研修を開始した。 

 

○ 主な成果と課題 

心理的安全性やアンコンシャス・バイアスについての職員の理解度は一定程度

高まっており、更なる浸透に向けて、取組を継続する必要がある。 

両立支援については、男性の育児休暇取得率が令和５年４月１日現在で 86.6％

となるなど、着実に職員間への浸透が進んでいる。 

 

○ 令和６年度（2024年度）の取組 

心理的安全性の確保やアンコンシャス・バイアスへの認識を高めることによる

相互理解の促進や、育児や介護との両立に向けた普及啓発を行うことなど、全て

の職員が、お互いの多様性を認め合い、仕事も暮らしも充実できる職場環境づく

りに取り組む。 

また、オンデマンド動画の活用などによる多様な研修機会の提供や、ワーク・

ライフの両面から自身の今後を考える機会の充実などにより、職員の能力開発の

支援に取り組む。 
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□ 経営資源マネジメントの深化  

○ 令和５年度（2023年度）の取組 

これまでの経営資源マネジメントを通じて得られたノウハウを生かして、ビジ

ョンの着実な実現に向けて、事業部門と内部管理部門が緊密に連携しながら、重

要施策や事業へ経営資源を重点配分するなど、全庁的な資源配分の最適化を図った。 

 

○ 主な成果と課題 

各局における事業の優先順位付けなどによる「経営資源マネジメント」の手法

が定着しつつあり、新規事業を含め、ＤＸや新病院構想などの重要施策の推進に

必要な経営資源を確保した。 

平成 30年７月豪雨災害対応や新型コロナ感染症対策などの要因で一時的に定

員が増加しているものについては、引き続き、適切な定員管理を継続していく必

要がある。 

 

○ 令和６年度（2024年度）の取組 

経営資源マネジメントの徹底によって、資源配分の最適化を図るとともに、一

時的に増加した業務について、その進捗状況を把握し、適切に反映しながら、現

行の職員定員の水準を維持した適切な定員管理を行っていく。 

 

（４）まとめ 

ビジョンの目指す姿の着実な実現に向け、県民起点・現場主義の原則の下、こ

れまでの取組に対するＰＤＣＡを行い、情勢変化などに柔軟かつ迅速に対応しつ

つ、「行政経営の方針」に基づき、引き続き、戦略・組織・資源配分の全ての取

組において、一貫して成果獲得を追求していく。 

令和６年度は、新型コロナウイルス感染症による人々の価値観や暮らし方・働

き方などの不可逆的な変化とＧ７広島サミットで高まった広島のプレゼンスをチ

ャンスと捉え、「ひろしまブランド」の価値の向上と本県の持続的な発展につな

がるよう取組を進める。 

また、急速に進展するデジタル技術を幅広く活用しながら、 

 ・ ビジネスプランを活用した施策マネジメントの強化 

 ・ 「行政デジタル化推進アクションプラン」に基づく行政のデジタル化の更

なる推進 

・ 情報職、防災職など、専門性の高い人材の確保・育成 

などに取り組む。 
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用語集 

 用 語 解   説 頁 

あ ＩｏＴ Internet of Things の略。自らの状態や周辺状況を感知し、通信し、何か

しらの作用を施す技術が埋め込まれた物理的なモノ（物体）のインターネ

ットのこと。 

17 

ＩＣＴ Information and Communication Technology（情報通信技術）の略。 12 

18 

アウターブランデ

ィング 

消費者や顧客などの「社外」に向けたブランディング。自社のブランド価値を

外向きに拡散させる取組。 

7 

アニマル・スピリ

ッツ 

「野心的な意欲」と訳され、成長の原動力となる経営者や個々人の挑戦心の

こと。 

21 

ＲＰＡ Robotic Process Automation の略。ロボットを用いて定型作業などを

自動化すること。 

37 

38 

39 

アンコンシャス・

バイアス 

無意識の偏ったモノの見方。（unconscious bias） 41 

い ＥＢＰＭ Evidence-based Policy Making の略。合理的根拠（エビデンス）に基づ

く政策形成。 

35 

36 

医療的ケア児 日常生活及び社会生活を営むために恒常的に医療的ケア（人工呼吸器によ

る管理、喀痰吸引その他の医療行為）を受けることが不可欠である児童（18

未満の者及び 18 歳以上の者であって高等学校等（学校教育法に規定する

高等学校、中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の高等部をいう。以

下同じ。）に在籍するものをいう。 

8 

インナーブランデ

ィング 

社員に向けたブランディング。自社の企業理念やブランドの価値などを企

業内に深く浸透させる取組。 

7 

インフラ 特定の人のものではなく、全ての住民の生活を支える基盤として適切な維

持、円滑な運営が求められるものの総称。 

12 

インフラマネジメ

ント 

建設分野における調査・設計・施工から維持管理のあらゆる段階において、

インフラをより効果的かつ効率的にマネジメント（管理・運営）する考え

方や取組のこと。 

6 

12 

え ＡＩ Artificial Intelligence（人工知能）の略。コンピュータがデータを分析

し、推論・判断、最適化提案、課題定義・解決・学習などを行う、人間の

知的能力を模倣する技術を意味する。 

7 

17 

25 

38 

ＡＲ 

 

Augmented Reality （拡張現実）の略。 11 

ＳＤＧｓ 2015年９月に国際連合で採択された Sustainable Development Goals（持

続可能な開発目標）の略。持続可能な社会をつくるために、世界が抱える

問題を 17の目標と 169のターゲットに整理したもの。 

19 

ＳＳＲ スペシャルサポートルーム（Special Support Room）の略。 

学校内に設置した不登校等児童生徒の社会的自立に向けた支援のための

居場所のこと。 

8 
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 用 語 解   説 頁 

お オープンデータ 国、地方公共団体及び事業者が保有する官民データのうち、国民誰もがイ

ンターネット等を通じて容易に利用（加工、編集、再配布等）できるよう、

次のいずれの項目にも該当する形でデータを公開すること、また、その公

開されたデータ。 

①営利目的、非営利目的を問わず二次利用可能なルールが適用されたもの 

②機械判読に適したもの 

③無償で利用できるもの 

12 

37 

か カーボンサイクル 二酸化炭素（CO₂）を炭素資源（カーボン）と捉え、広島県の強みを生かし

ながら、生産活動における再利用や、海洋中で CO₂に分解される海洋生分

解性プラスチック等の普及促進などにより、海洋を含む地球上において、

炭素を循環させる仕組み。 

13 

カーボンニュート

ラル 

二酸化炭素を始めとする温室効果ガスの排出量から、植林、森林管理など

による吸収量を差し引いて、合計を実質的にゼロにすること。 

21 

23 

カーボンリサイク

ル 

二酸化炭素（CO₂）を炭素資源（カーボン）と捉えて回収し、化学品や燃料、

鉱物といった炭素化合物として再利用（リサイクル）すること。 

13 

17 

21 

24 

観光プロダクト 自然、文化、食など、地域の観光資源を活用した観光商品や体験プログラ

ム等。 

16 

き 企業経営体 農業経営において明確なビジョンを掲げ、従業員の育成や財務管理等のマ

ネジメントを着実に実施しながら、効率的かつ持続的な経営発展を行うこ

とができる法人経営体。 

18 

21 

26 

ぎ ＧＡＳＰＰＡ 

（ギャスパ） 

 

 

Global Alliance “Sustainable Peace and Prosperity for All”の略。

令和４年４月に、国連の次期開発目標に核兵器廃絶を盛り込むことを目指

し、市民社会側からの働きかけを行うために立ち上げたグループ「グロー

バル・アライアンス「持続可能な平和と繁栄をすべての人に」」。 

19 

け 

 

ゲノム解析・編集

技術 

ゲノム解析とは、生物のもつ特徴や機能などの遺伝情報全体（ゲノム）を

読み取り、コンピュータで解析する技術。 

ゲノム編集とは、ゲノム内で切れたＤＮＡが自然に修復される機能を利用

して、ＤＮＡの目的とする場所を高い精度で切断することにより、修復の

過程で情報が書き換えられて、狙った遺伝子を働かないようにさせるな

ど、生物のもつ特徴や機能を変化させる技術。 

21 

23 

健康経営 従業員の健康保持・増進の取組が、将来的に収益性を高める投資であるとの

考え方の下、健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践すること。 

（※健康経営は、NPO法人健康経営研究会の登録商標） 

9 

10 

健康寿命 健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間の平均（算

定方法：国民生活基礎調査における質問の「あなたは現在、健康上の問題

で日常生活に何か影響がありますか」に対する「ない」の回答を日常生活

に制限なしと定め、算定する）。 

5 

6 

10 

こ コミュニケ 

 

国際会議での合意内容を表した公式文書（共同声明）のこと。 15 

さ サプライチェーン 企業を中心に付加価値を創造するための一連の活動で、企画・設計から、

原材料や部品などの調達、生産、最終的な製品・サービスの提供までのプ

ロセス全体を指し、製品等が最終消費者に届くまでの「供給の連鎖」。 

23 

25 
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 用 語 解   説 頁 

し ＣＩＭ Construction（Building）Information Modeling(Management)の略。計画、

調査、設計段階から３次元モデルを導入することにより、その後の施工、

維持管理の各段階においても３次元モデルを連携・発展させて事業全体に

わたる関係者間の情報共有を容易にし、一連の建設生産システムの効率

化・高度化を図ること。 

12 

す ＳＴＥＡＭ Science、 Technology、 Engineering、 Arts（Liberal Arts）、Mathematics

の略。STEAM 教育は「各教科での学習を実社会での問題発⾒・解決にいか

していくための教科横断的な教育」とされている。 

22 

スマートシティ 都市の抱える諸課題に対して、デジタル技術を活用したマネジメント（計

画、整備、管理・運営など）が行われ、全体最適化が図られた持続可能な

都市又は地区。 

28 

スマート農業 ＡＩ／ＩｏＴや、ロボット、ドローンなどの先端技術を活用して農作業の

省力化・生産性の飛躍的な向上・農産物の高品質化を実現する新たな農業

の在り方。 

21 

26 

せ 

 

施策マネジメント ビジョンの目指す姿の実現に向け、ビジョンの各施策領域の「取組の方向」

を具体化する戦略的事業単位を「ワーク」として括り、ＰＤＣＡサイクル

〔計画（Plan）-実施（Do）-評価（Check）-改善（Action）の取組を循環

させる施策の経営管理の手法〕による施策の経営管理を実践。 

35 

42 

ち 地域医療構想 地域における病床の機能の分化及び連携を促進するための医療需要を含

む将来の医療提供体制に関する構想。 

6 

て ＤＩＧ：Ｒ ＨＩＲ

ＯＳＨＩＭＡ 

（ディグアールヒ

ロシマ） 

地域特性に応じた集約型都市構造の形成を推進するため、広島県、民間団

体、地域のまちづくり組織等が一体となって、都市部でのライフスタイル

の魅力発信と中古住宅の活用促進を図る官民連携プロジェクト。 

31 

デジタルリテラシ

ー 

インターネットやデジタル機器・技術に関する知識、利活用する能力。 12 

23 

25 

41 

DXShip ひろしま

（デジシップひ

ろしま） 

広島県全体のＤＸを効果的に進めるため、県と市町で協働してＤＸを

推進し、情報システム人材を採用・育成・活用する新たなプラットフォ

ームとして県・市町が参画する枠組み。 

40 

41 

ＤＸ（デジタルト

ランスフォーメー

ション） 

デジタル技術を活用して、生活に関わるあらゆる分野（仕事・暮らし・地

域社会・行政）において、ビジネスモデル、オペレーション、組織、文化

などの在り方に変革を起こすこと。 

17 

21 

24 

25 

37 

40 

41 

42 

と 特定健康診査 40～74歳の人を対象として、平成 20（2008）年４月から、国民健康保

険や健康保険組合などの医療保険者に義務付けられたメタボリックシ

ンドローム（内臓脂肪症候群）に着目した生活習慣病予防のための健康

診査。 

5 

10 

ね ネット・ゼロカー

ボン社会 

二酸化炭素（CO₂）などの温室効果ガスの人為的な発生源による排出量と、再

利用等による除去量とが均衡した、温室効果ガス排出実質ゼロの社会。 

6 

13 
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 用 語 解   説 頁 

は ＨＹＰＰ 

（ハイプ） 

観光プロダクト開発を促進するための異業種を含む幅広い事業者間によ

るネットワークの強化などを目的とした場。セミナーや交流会を開催し、

事業者間の連携を促しているほか、専門家によるアドバイスの提供などを

通じて新たな観光プロダクト開発を促している。 

16 

ひ 

 

ＨＩＴひろしま観

光大使 

広島が好きであればどなたでも応募できる。SNS等による広島の魅力の発

信やマーケティング調査への協力等、広島観光の担い手として活躍い

ただく方。 

16 

ビジネスプラン 企業における事業計画。戦略（目指す姿とその達成に向けた道筋）、実行計

画、それらを支える計数計画のうち、必要な項目を網羅したもの。 

35 

36 

42 

ＰＢＬ Problem Based Learning（問題解決型学習）、Project Based Learning（探

究・プロジェクト型学習）の略。課題解決等を通じた探究的な学び。 

22 

ひろしまサンドボ

ックス 

ＡＩ/ＩｏＴ、ビッグデータ等の最新のテクノロジーを活用することによ

り、広島県内の企業が新たな付加価値の創出や生産効率化に取り組めるよ

う、技術やノウハウを保有する県内外の企業や人材を呼び込み、様々な産

業・地域課題の解決をテーマとして共創で試行錯誤できるオープンな実証

実験の場。 

4 

ひろしま版ネウボ

ラ 

市町のネウボラ拠点と地域の関係機関が連携することにより、全ての妊婦

や子育て家庭の状況を漏れなく把握し、不安や悩みに寄り添い、それぞれ

の状態に応じた適切な支援サービスにつなげるとともに、子育て家庭の不

安が解消するまで見守り・支援する仕組み。 

7 

ひろしまブランド 広島県の魅力ある観光地、特産品、歴史・文化、自然、産業など、数多くの地

域資産から連想されるイメージの総体であり、ひろしまに対する人々の評価。 

4 

18 

42 

ま 学びのセーフティ

ネット 

家庭の経済的事情等に関わらず、全ての子供の能力と可能性を最大限高め

られる教育を実現することを目的として実施される方策・制度。 

5 

8 

学びの変革 知識ベースの学びに加え、「知識を活用し、協働して新たな価値を生み出

せるか」を重視した「これからの社会で活躍するために必要な資質・能力

の育成を目指した主体的な学び」を促す教育活動。 

21 

22 

ら ランドバンク事業 小規模連鎖型の区画再編事業。空き家・空き地を活用し、土地の取得、除

却、道路用地の確保、隣地への売却等のコーディネートを行い、隣地住民

のニーズ（子供世帯の住宅用地確保、駐車場の確保等）に応えつつ、狭隘

道路の拡幅や狭小宅地の解消による住環境の向上を図る事業。 

30 

り リスキリング 外部環境の変化（ＤＸ等）による新たな業務需要の拡大と減少に対応して、

企業等の経営戦略や人材戦略のもと、企業の主導によって、従業員が今後

の新たな業務などで必要となる知識やスキルを習得し、活用すること。 

21 

25 

27 

リソースマネジメ

ント 

人員や財源など、事務・事業を行う際に必要となる経営資源を適切に管理

すること。 

39 

立地適正化計画 都市全体を見渡しながら将来の都市像を描き、都市拠点への居住機能や医療・

福祉・商業、公共交通等のさまざまな都市機能の誘導により、コンパクト＋ネ

ットワーク型の都市の実現に向け、市町が策定するアクションプラン。 

28 

30 

 

 


